
日医発第259号（地136）（年税11）

　　　　平成20年5月28日

都道府県医師会長殿

日本医師会長

　唐澤　祥人

「社会医療法人の認定について」及び「特定医療法人制度の改正に

ついて」の一部改正について

　この度、厚生労働省医政局長が各都道府県知事宛に通知した「社会医

療法人の認定の改定」及び「特定医療法人制度の改定」に関する通知文

書並びに資料を送付いたします。

　今回の都道府県知事宛文書は、平成20年4月30日付で公布された所得

税法等の一部を改正する法律及び法人税法施行令の一部を改正する政

令において、社会医療法人について税制上の措置が講じられたことを受

け、社会医療法人の認定及び特定医療法人制度における、税務上の取扱

いを含めた手続き等について、その改正内容を通知するものです。

　なお、社会医療法人の認定取消時には、課税問題が発生する可能

性がありますので、ご留意ください。都道府県知事が社会医療法人

の認定や認定取消を行うには、あらかじめ都道府県医療審議会の意

見を聴くこととされております。

　つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知いた

だくとともに、貴会管下郡市区医師会への本件の周知方につきご高

配賜りますようよろしくお願い申し上げます。

（別添文書）

O「社会医療法人の認定について」及び「特定医療法人制度の改正

について」の一部改正について（日本医師会長宛添書）

O「社会医療法人の認定について」及び「特定医療法人制度の改正

について」の一部改正について（各都道府県知事宛文書）



医政発第0513018号
平成20年5月13日

社団法人日本医師会会長殿
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「社台医療法人の認定について」及びr特定医療法人制度の改正について」

の一部改正について

　標記について・別添のとおり各都道府県知事あて通知しましたので、御了知
願います。



憲　塾

写． 医政発第0513016号
平成20年5月13日

各都道府県知事　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．．．．．．．．　覇

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　聾聾

　　「社会医療法人の認定について」及び「特定医療法人制度の改正について」

　　の一部改正について

　本年4月30日付けで公布された所得税法等の一部を改正する法律．（平成20年法

律第23号）及び法人税法施行令の一部を改正する政令（平成20年政令第156号）

において・社会医療法人について税制上の措置が講じられ、それぞれ同日から施行さ

れたところである。

　ついては、「社会医療法人の認定について」（平成20年3月31日医政発第033

1008号厚生労働省医政局長通知）及び「特定医療法人制度の改正について」（平成

15年10月9日医政発第1009008号厚生労働省医政局長通知）の一部を改正
することとしたので、留意の上その運用に遺漏なきを期されたい。

　なお、本通知については、財務省主税局及び内税庁と協議済みであるので、念のた

め申し添える。



○　社会医療法人の認定について（平成20年医政発第0331’008号）

新

　　　　　　　　　　社会医療法人の認定について

本文（略）

第1～2　（略）

第3　社会医療法人の認定等に当たっての留意事項

1～5　（略）

6　その他

　（1）～（5）（略）

　（6）社会医療法人の税制上の取扱い

①社会医療法人については、次の税制上の措置が講ぜられたこと。

イ　社会医療法人が法人税法（昭和40年法律第34号）別表第二

（公益法人等の表）に追加されたこと　併せて、社会医療法人の

法人税は、法人税法第66条第3項の規定により22％の税率が

適用されること。

口 社会医療法人が行う医療保健業（法第42条の規定に基づき同

条各号に掲げる業務として行うもの及び法第42条の2第1項の

規定に基づき同項に規定する収益業務として行うものを除く）が

法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第5条に規定する収

益事業の範囲から除外されたとと　これにより、当該医療保健業

に係る法人税については、法人税法第7条の規定により非課税と

なること。

旧

　　　　　　　　　　社会医療法人の認定について

本文（略）

第1～2　（略）

第3　社会医療法人の認定等に当たっての留意事項

1～5　（略）

6　その他

　（1）　～　（5）　　（田各）



ハ　社会医療法人の法人税法上の収益事業に属する資産のうちから

収益事業以外の事業のために支出した金額は、法人税法第37条

第5項の規定により当該社会医療法人の収益事業に係る寄附金の

額とみなし、その損金算入限度額は、所得の金額の100分の5

0に相当する金額（当該金額が年200万円に満たない場合は年

200万円）であること。

二　医療法人が社会医療法人の認定を受けた場合には、法人税法第

10条の3第1項及び第2項の規定により、認定を受けた目の前

日に当該医療法人が解散し、認定を受けた日に当該社会医療法人

が設立されたものとみなして、同条第1項及び第2項に規定する

規定を適用すること。

ホ　ニの場合については、法人税法第14条第22号の規定により、

当該医療法人の会計年度開始の目から社会医療法人の認定を受け

た日の前日までの期間及び社会医療法人の認定を受けた日からそ

の会計年度終了の日までの期間を事業年度とみなして、同法の規

定を適用すること。また、社会医療法人の認定を取り消された医

療法人の会計年度開始の目から社会医療法人の認定が取り消され

た日の前日までの期間及び社会医療法人の認定が取り消された目

からその会計年度終了の日までの期間についても同様とするこ

」

へ 社会医療法人の認定が取り消された場合にあっては、法人税法

第64条の4第1項の規定により、当該社会医療法人の認定が取

り消された日前の法人税法上の収益事業以外の事業による所得の



金額の累積額又は欠損金額の累積額は、当該社会医療法人の認定

が取り消された日からその会計年度終了の日までの期間の所得の

金額の計算上、益金の額又は損金の額に算入すること。

ト　社会医療法人は、所得税法（昭和40年法律第33号）別表第

一（公共法人等の表）及び消費税法（昭和63年法律第108号）

別表第三に掲げる法人となること。

②　社会医療法人の認定を受けたときは、当該社会医療法人は、速や

かに、国税庁長官が定める届出書に都道府県知事（厚生労働大臣）

の認定書の写し及び定款又は寄附行為の写し等を添付し、これを納

税地の所轄税務署長に提出するものとすること　なお、社会医療法

人の認定の取消しを受けた場合についても同様とし、この場合にお

いては、認定書の写しに代えて認定取消書の写しを添付するものと

すること。

3　都道府県は社会医療法人を認定し、又は認定を取り消した場合は、

その旨を速やかに厚生労働省医政局に報告すること。厚生労働省医

政局は、都道府県からの報告を国税庁に情報提供するものとする。

（7）特定医療法人が社会医療法人の認定を受けた場合の取扱い

租税特別措置法第67条の2第1項の承認を受けた医療法人（以

下「特定医療法人」という。）が会計年度の中途において新たに社会

医療法人の認定を受けた場合にあっては、当該会計年度開始の日か

ら当該認定を受けた目の前日までの期間について租税特別措置法施

行令（昭和32年政令第43号）第39条の25第5項及び租税特



別措置法施行規則（昭和32年大蔵省令第15号）第22条の15

第2項の規定に基づく特定医療法人の承認要件を満たす旨を説明す

る書類を当該認定を受けた日から3月以内に、納税地の所轄税務署

長を経由して、国税庁長官に提出しなければならないこと

なお、当該認定を受けた日から租税特別措置法第67条の2第1

項の規定による22％の法人税率の特例は適用されないことから、

租税特別措置法施行令第39条の25第6項の規定に基づく特定医

療法人の承認に係る税率の適用をやめるための届出書を当該認定を

受けた目以後速やかに、納税地の所轄税務署長を経由して、国税庁

長官に提出するものとすること。

匝麺（社会医療法人が関係書類を毎会計年度終了後3月以内に届け

　　　　　　出る場合）

　　　　　　　　　　決　　　　　算　　　　　届

本文（略）

1～2　（略）

3．決算届出関係書類一覧

　　　　　（略）

注）（1）社会医療法人が医療法第52条第1項の規定に基づく書類の届出

　　　をしょうとする場合、社会医療法人の認定要件に該当する旨を説明

　　　する書類も併せて届出する必要があること。

　　（2）会計年度の中途において新たに社会医療法人の認定を受けた場合

にあっても、当該会計年度開始の目から当該認定を受けた目の前日

までの期間を含めて届出することに留意すること。

（3）会計年度の中途において社会医療法人の認定が取り消された場合

睡］（社会医療法人が関係書類を毎会計年度終了後3月以内に届け

　　　　　　出る場合）

　　　　　　　　　　決　　　　　算　　　　　届

本文（略）

1～2　（略）

3．決算届出関係書類一覧

　　　　（略）

注）（1）社会医療法人が医療法第52条第1項の規定に基づく書類の届出

　　　をしょうとする場合、社会医療法人の認定要件に該当する旨を説明

　　　する書類も併せて届出する必要があること。



にあっては、社会医療法人の認定要件に該当する旨を説明する書類

を届出する必要がないこと。

（4）該当する書類にチェックをすること。

團　　　　　　　　　　社会医療法人の認定について
本文（略）

注1．認定後2週間以内に主たる事務所の所在地において、3週間以内に

　従たる事務所の所在地において、名称変更の登記をすること。

注2．認定を受けた後速やかに、国税庁長官が定める届出書に本認定書の

写し及び定款又は寄附行為の写し等を添付し、これを納税地の所轄税務

署長に提出すること。

圃　　　　　　　　社会医療法人の認定の取消について
本文（略）

注1．定款又は寄附行為に規定された名称の変更及び収益業務の削除等に

　ついて、定款又は寄附行為の変更認可申請を早急に行うこと。

注2．認定の取消しを受けた後速やかに、国税庁長官が定める届出書に本

認定取消書の写し及び定款又は寄附行為の写し等を添付し、これを納税

地の所轄税務署長に提出すること。

（2）該当する書類にチェックをすること。

圃　　　　　　　　　　社会医療法人の認定について
本文（略）

注．認定後2週間以内に主たる事務所の所在地において、3週間以内に従

　たる事務所の所在地において、名称変更の登記をすること。

圃　　　　　　　　社会医療法人の認定の取消について
本文（略）

注．定款又は寄附行為に規定された名称の変更及び収益業務の削除等にっ

　いて、定款又は寄附行為の変更認可申請を早急に行うこと。



○　特定医療法人制度の改正について（平成15年医政発第1009008号）

新

　　　　　　　　　特定医療法人制度の改正について

本文（略）

第1　改正の要点等

　1　改正後の要件

　（1）　　（略）

　（2）役員等の構成

　　　　その法人の運営組織が適正であるとともに、その理事、監事、評

　　　議員その他これらの者に準ずるもの（以下「役員等」という。）のう

　　　ち親族関係を有する者及びこれらと租税特別措置法施行令（昭和3

　　　2年政令第43号）第39条の25第1項第2号イからハまでに掲

　　　げる特殊な関係がある者（以下「親族等」という。）の数がそれぞれ

　　　の役員等の数のうちに占める割合が、いずれも3分の1以下である

　　　こと。

　　　　なお、運営組織の適正性を保つ見地から、役員等の数は、理事に

　　　ついて6名以上及び監事について2名以上としていること並びに評

　　　議員の数について理事の数の2倍以上としていること。

　　（3）　～　（5）　　　（田各）

2　手続等

（1）　～（2）　　　（田各）

（3）各事業年度ごとの証明書の提出

　　　各事業年度終了の目の翌目から3月以内に、当該事業年度におい

旧

　　　　　　　　　特定医療法人制度の改正について

本文（略）

第1　改正の要点等

　1　改正後の要件

　（1）　　（略）

　（2）役員等の構成

　　　　その法人の運営組織が適正であるとともに、その理事、監事、評

　　　議員その他これらの者に準ずるもの（以下「役員等」という。）のう

　　　ち親族関係を有する者及びこれらと租税特別措置法施行令第39条

　　　の25第1項第2号イからハまでに掲げる特殊な関係がある者（以

　　　下「親族等」という。）の数がそれぞれの役員等の数のうちに占める

　　　割合が、いずれも3分の1以下であること。

　　　　なお、運営組織の適正性を保つ見地から、役員等の数は、理事に

　　　ついて6名以上及び監事について2名以上としていること並びに評

　　　議員の数について理事の数の2倍以上としていること。

（3）～（5） （略）

2　手続等

（1）　～　（2）　　　　（田各）

（3）各事業年度ごとの証明書の提出

　　　各事業年度終了の目の翌目から3月以内に、当該事業年度におい



て前記1（1）の基準を満たす旨の厚生労働大臣の証明書の交付を

受けた上で、納税地の所轄の税務署を経由して国税庁に提出するこ

ととされたこと（当該事業年度終了の日において社会医療法人に該

　当する場合を除く。）。なお、当該証明書の交付手続については、前

　記（2）の承認申請時の手続に準じることとすること。

　　また、証明書を提出する際に、前記1（2）（3）の要件を満たす

　旨を説明する書類を併せて提出しなければならないこととされた。

（4）～（7）　　（略）

（8）特定医療法人が社会医療法人の認定を受けた場合の取扱い

特定医療法人が会計年度の中途において新たに社会医療法人の認

定を受けた場合にあっては、当該会計年度開始の日から当該認定を

受けた日の前日までの期間について租税特別措置法施行令第39条

の25第5項及び租税特別措置法施行規則（昭和32年大蔵省令第

15号）第22条の15第2項の規定に基づく特定医療法人の承認

要件を満たす旨を説明する書類を当該認定を受けた日から3月以内

に、納税地の所轄税務署長を経由して、国税庁長官に提出しなけれ

ばならないこと。

　なお、当該認定を受けた目から租税特別措置法第67条の2第1

項の規定による22％の法人税率の特例は適用されないことから、

租税特別措置法施行令第39条の25第6項の規定に基づく特定医

療法人の承認に係る税率の適用をやめるための届出書を当該認定を

受けた日以後速やかに、納税地の所轄税務署長を経由して、国税庁

長官に提出するものとすること。

て前記1（1）の基準を満たす旨の厚生労働大臣の証明書の交付を

受けた上で、納税地の所轄の税務署を経由して国税庁に提出するこ

ととされたこと。なお、当該証明書の交付手続については、前記（2）

の承認申請時の手続に準じることとすること。

　また、証明書を提出する際に、前記1（2）（3）の要件を満たす

旨を説明する書類を併せて提出しなければならないこととされた。

（4）～（7） （略）
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最終改正

【改正後全文1
医政発第033逸q　O8号

平成20年3月31日
医政発第0513016号
平成20年5月13日

各都道府県知事　殿

厚生労働省医政局長

社会医・療法人の認定について

　本年3月26目付けで公布された医療法施行規則の一部を改正する省幣’（平成20

年厚生労働省令第5・号）により・医療法（日召和23年法律第2・5号．以下r法」

という・）第42条の2第・項第6号において厚生労働省令で定めることとされた社会

医療法人の公的な運営に関する要件に関する規定を整備し、本年4月・目から施行す

ることとしたところである。

　また、法第42条の2第1項第等号に規定する厚生労働大臣が定める基準（平成

20年厚生労働省告示第119号。以下r告示」という。）を、本年3月26日に告示

し、本年4月1目から適用することとしたところである。

　これらの社会医療法人制度の創設に係る措置の内容及びこれらに関連して都道府県

において扱うこととなる事務の処理については下記のとおりであるので、鴬御了知の上、

適正なる実施を期するとともに、貴管下の医療法人の指導監督により一層の御配慮を

願いたい。

記

第1　社会医療法人制度の趣旨

高齢化の進行や医療技脚進歩、国民の意識の変化など、医療を取り巻債境が大

きく変わる中で、国民の医療に対する安心、信頼を確保し、質の高い医療サービスが

適切に提供される医療提供体制の確立が求められている。

　このため・先般の医療法改正においては、地域医療の重要な担い手である医療法人

について・非営利性の徹底等の観点から各般の見直しを行うとともに、救急医療やへ

き地医療・周産期医療など特に地域で必要な医療の提供を担う医療法人を新たに社会



医療法人として位置づけることにより、良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制

の確保を図るものである。

第2　社会医療法人の認定要件

　社会医療法人の認定に当たり、次に掲げる法第42条の2第1項第1号から第7号

までの要件に適合するか否かについて審査を行うものとすること。

1　役員の親族等について（法第42条の2第1項第1号関係）

　　　各役員及び次に掲げる親族等の数が、役員の総数の3分の1を超えて含まれる

　　ことがないこと。

　　①各役員の配偶者及び三親等以内の親族

　　②各役員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

　　③　各役員の使用人及び使用人以外の者で当該役員から受ける金銭その他の財産

　　　によって生計を維持しているもの

　　④②又は③に掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしているもの

2　社団たる医療法人の社員の親族等について（法第42条の2第1項第2号関係）

　　　各社員及び次に掲げる親族等の数が、社員の総数の3分の1を超えて含まれる

　　ことカ§なレ、こと。

　　①各社員の配偶者及び三親等以内の親族
　　②　各社員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

　　③　各社員の使用人及び使用人以外の者で当該社員から受ける金銭その他の財産

　　　によって生計を維持しているもの

　　④②又は③に掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしているもの

3　財団たる医療法人の評議員の親族等について（法第42条の2第1項第3号関係）

　　　各評議員及び次に掲げる親族等の数が、評議員の総数の3分の1を超えて含ま

　　れることがないこ・と。

　　①各評議員の配偶者及び三親等以内の親族

　　②各評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

　　③各評議員の使用人及び使用人以外の者で当該評議員から受ける金銭その他の

　　　財産によって生計を維持しているもの

　　④②又は③に掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしているもの

4　救急医療等確保事業に係る業務の実施について（法第42条の2第1項第4号関

係）

　（1）当該医療法人が開設する病院又は診療所（当該医療法人が地方自治法（昭和

　　22年法律第67号）第244条の2第3項に規定する指定管理者として管理す



る公の施設である病院又は診療所を含む。以下同じ。）のうち、1以上（2以上の

都道府県の区域において病院又は診療所を開設する医療法人にあっては、それぞ

れの都道府県で1以上）のものが、当該医療法人が開設する病院又は診療所の所

在地の都道府県が作成する医療計画に記載された法第30条の4第2項第5号イ

からホまでに掲げるいずれかの事業（以下「救急医療等確保事業」という。）に係

る業務を当該病院又は診療所の所在地の都道府県において行っていること。

（2）当該医療法人が1の都道府県の区域において2以上の病院又は診療所を開設す

　る場合にあっては、救急医療等確保事業に係る業務を行う病院又は診療所の円滑

　な運営のため、他の病院又は診療所は、当該業務を行う病院又は診療所との連携

及び協力体制の確保を図り、地域医療において社会医療法人に求められる役割を

積極的に果たすことが見込まれること。

5　救急医療等確保事業に係る業務の基準について（法第42条の2第1項第5号関
係）

　（1）当該医療法人が実施する4の業務について、次に掲げる事項ごとに告示に掲げ

　　る基準に適合していること。当該基準については、別添1を参照されたいこと。

　　①　当該業務を行う病院又は診療所の構造設備

　　②　当該業務を行うための体制

　　③　当該業務の実績

（2）医療計画に救急医療等の確保に関する事業に係る医療連携体制を構成するもの

　として社会医療法人が開設する病院又は診療所を記載するに当たっては、都道府

県医療審議会等において、当該病院又は診療所が所在する地域における当該事業

　に係る医療連携体制の確立を図る観点から、十分な審議を行うこと。また、当該

病院又は診療所が当該事業に係る医療連携体制を構成するものでなくなったと認

　めるときは、速やかに、医療計画における記載の削除、社会医療法人の認定の取

　消し等を含め、所要の手続を行うこと。

（3）災害時における医療の確保に必要な事業に係る業務を行うことにより社会医療

法人の認定を受けている法人から都道府県が実施する防災訓練に参加希望があっ

た場合は、可能な限り参加させるよう配慮すること。

6　公的な運営に関する要件について（法第42条の2第1項第6号関係）

　（1）医療法人の運営について（医療法施行規則（昭和23年厚生省令第50号。以

　　下「規則」という。）第30条の35の2第1項第1号関係）

　　①　理事の定数は6人以上とし、監事の定数は2人以上とすること。



②　社団である医療法人の理事及び監事は社員総会の決議によって、財団である

　医療法人の理事及び監事は評議員会の決議によって選任されること。

③財団である医療法人の評議員は、理事会において推薦した者につき、理事長

　が委嘱すること。

④他の同一の団体（民法（明治29年法律第89号）第34条の規定により設

　立された法人又は医師会、医会及び学会等の医学若しくは医術又は公衆衛生に

　関する学術団体であって法人格を有するもの（医師以外をその構成員とするも

　のを除く。）（以下r公益法人等」という。）を除く。）の次に掲げる者である理

　事の合計数が理事の総数の3分の1を超えないものであること。監事について

　も同様であること。

　イ　当該他の同一の団体の理事又は使用人である者

　ロ　当該他の同一の団体の理事以外の役員（法人でない団体で代表者又は管理

　　人の定めのあるものにあっては、その代表者又は管理人）又は業務を執行す

　　る社員である者

⑤その理事、監事及び評議員（以下r理事等」という。）に対する報酬等（報酬・

　賞与その他の職務遂行の対価として受ける財産上の利益及び退職手当をいう・

　以下同じ。）について、民間事業者の役員の報酬等及び従業員の給与、当該医療

　法人の経理の状況その他の事情を考慮して、不当に高額なものとならないよう

　な支給の基準を定めているものであること。

　　なお、理事等に対する報酬等の支給の基準においては、理事等の勤務形篤に

　応じた報酬等の区分及びその額の算定方法並びに支給の方法及び形態に関する

　事項を定めるものとすること。

　　また、理事等に対する報酬等の支給の基準は、法第51条の2第2項の規定

　に基づき備置き及び閲覧等の措置が講じられているものでなければならないこ

　と。

⑥　その事業を行うに当たり、社員、評議員、理事、監事、使用人その他の当該

　医療法人の関係者に対し特別の利益を与えないものであること。

　　なお、当該医療法人の関係者とは、次に掲げる者とする。

イ　当該医療法人の理事、監事又は使用人

ロ　当該医療法人が社団である場合にあっては、その社員

ハ　当該医療法人が財団である場合にあっては、その設立者又は評議員

ニ　イからハまでに掲げる者の配偶者及び三親等以内の親族

ホ　イからハまでに掲げる者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同

　様の事情にある者



ヘ　イからハまでに掲げる者から受ける金銭その他の財産によって生計を維持

　しているもの

ト　ホ又はへに掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしているもの

⑦その事業を行うに当たり、株式会社その他の営利事業を営む者又は特定の個

　人若しくは団体の利益を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を

　与える行為を行わないものであること。ただし、公益法人等に対し、当該公益

　法人等が行う公益目的の事業のために寄附その他の特別の利益を与える行為を

　行う場合は、この限りでない。

　　なお、特定の個人又は団体の利益を図る活動を行う者とは、次に掲げる者と

　する。

　イ　株式会社その他の営利事業を営む者に対して寄附その他の特別の利益を与

　　える活動（公益法人等に対して当該公益法人等が行う公益社団法人及び公益

　　財団法人の認定等に関する法律第2条第4号に規定する公益目的事業又は医

　　学若しくは医術又は公衆衛生に関する事業のために寄附その他の特別の利益

　　を与えるものを除く。）を行う個人又は団体

　ロ　特定の者から継続的に若しくは反復して資産の譲渡、貸付け若しくは役務

　　の提供を受ける者又は特定の者の行う会員等相互の支援、交流、連絡その他

　　その対象が会員等である活動に参加する者に共通する利益を図る活動を行う

　　ことを主たる目的とする団体

⑧毎会計年度（医療法上の会計年度をいう。以下同じ。）の末日における遊休財

　産額は、直近に終了した会計年度の損益計算書に計上する事業（法第42条の

　規定に基づき同条各号に掲げる業務として行うもの及び法第42条の2第1項

　の規定に基づき同項に規定する収益業務として行うものを除く。）に係る費用の

　額（損益計算書（医療法人における事業報告書等の様式について（平成19年

　医政指発第0330003号。以下「事業報告書等通知」という。）の1の（4）

　に規定する損益計算書をいう。第2の6の（2）の①及び③において同じ。）の本

　来業務事業損益に係る事業費用の額をいう。）を超えてはならないこと。

　　なお、遊休財産額は、当該医療法人の業務のために現に使用されておらず、

　かつ、引き続き使用されることが見込まれない財産の価額の合計額として、直

　近に終了した会計年度の貸借対照表に計上する資産の総額から次のイからへま

　でに掲げる資産のうち保有する資産の明細表に記載されたものの帳簿価額の合

　計額を控除した額に、純資産の額（貸借対照表（事業報告書等通知の1の（3）に

　規定する貸借対照表をいう。以下同じ。）上の資産の額から負債の額を控除して

　得た額をいう。）の資産の総額に対する割合（貸借対照表の純資産の部の合計額

　の資産の部の合計額に占める割合をいう。ただし、評価・換算差額等を計上す

　る場合にあっては、当該評価・換算差額等の額を純資産の部の合計額及び資産



の部の合計額からそれぞれ控除するものとする。）を乗じて得た額とする。

　また、当該医療法人の経理は、その法人が行う業務の種類及び規模に応じて、

その内容を適正に表示するに必要な帳簿書類を備えて、収入及び支出並びに資

産及び負債の明細が適正に記帳されていること。

　さらに、保有する資産の明細表は、法第51条の2第2項の規定に基づき備

置き及び閲覧等の措置が講じられているものでなければならないこと。

イ　当該医療法人が開設する病院、診療所又は介護老人保健施設の業務の用に

　供する財産
ロ　法第42条各号に規定する業務の用に供する財産

，＼　法第42条の2第1項に規定する厚生労働大臣が定める収益業務（以下「収

　益業務」という。）の用に供する財産

ニ　イからハまでに掲げる業務を行うために保有する財産（現に使用されてい

　ないが、イからハまでに掲げる業務のために使用されることが見込まれる財

　産とし、業務の用に供するまでに発生する請負前渡金及び建設用材料部品の

　買入代金等を含む。）

ホ　イからハまでに掲げる業務を行うための財産の取得又は改良に充てるため

　に保有する資金（減価償却費に対応する資産の取得又は改良に充てるための

　資金に限るものとし、減価償却累計額を上限とする。）

へ将来の特定の事業（牢款又は寄附行為に定められた事業に限る。）の実施の

　ために特別に支出一（引当金に係る支出及びホの資金を除く。）する費用に係る

　支出に充てるために保有する資金（以下「特定事業準備資金」という。）

⑨　他の団体の意思決定に関与することができる次に掲げる財産を保有していな

　いものであること。ただし、当該財産の保有によって株主総会その他の団体の

　財務及び営業又は事業の方針を決定する機関における議決権の過半数を有して

　いない場合は、この限りでない。

　イ　株式
　ロ　特別の法律により設立された法人の発行する出資に基づく権利

　ハ　合名会社、合資会社、合同会社その他の社団法人の社員権

　二　民法第667条第1項に規定する組合契約、投資事業有限責任組合契約に

　　関する法律（平成10年法律第90号）第3条第1項に規定する投資事業有

　　限責任組合契約又は有限責任事業組合契約に関する法律（平成17年法律第

　　40号）第3条第1項に規定する有限責任事業組合契約に基づく権利

　ホ　信託契約に基づく委託者又は受益者としての権利

　へ外国の法令に基づく財産であって、イからホまでに掲げる財産に類するも

　　の

⑩　直近の3会計年度（但し、新たに社会医療法人の認定を受けようとする場合



にあっては、直近の3会計年度に加え、認定目の属する会計年度について認定

日の前日までを含む。）において、法令に違反する事実、その帳簿書類に取引の

全部若しくは一部を隠ぺいし、又は仮装して記録若しくは記載をしている事実

その他公益に反する事実がないこと。

　なお、法令に違反する事実とは、例えば、医療に関する法令の場合には次に

掲げるいずれかの事実がある場合をいうものとする。

イ　医療に関する法律に基づき医療法人又はその理事長が罰金刑以上の刑事処

　分を受けた場合

ロ　医療法人の開設する医療機関に対する医療監視の結果、重大な不適合事項

　があり、都道府県知事から改善勧告が行われたが是正されない場合

ハ　法第30条の11の規定に基づく都道府県知事の勧告に反する病院の開設、

　増床又は病床種別の変更が行われた場合

二　医療法人の業務若しくは会計が法令、法令に基づく都道府県知事の処分、

　定款若しくは寄附行為に違反し、又はその運営が著しく適正を欠くと認めら

　れた場合であって、法第64条第1項の必要な措置をとるべき旨の命令若し

　くは同条第2項の業務の全部若しくは一部の停止の命令又は役員の解任の勧

　告が発せられた場合

ホ　その他イから二までに相当する医療関係法令についての重大な違反事実が

　あった場合

（2）医療法人の事業について（規則第30条の35の2第1項第2号関係）

①社会保険診療（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第26条第2項
　　に規定する社会保険診療をいう。以下同じ。）に係る収入金額（労働者災害補償

　　保険法（昭和22年法律第50号）に係る患者の診療報酬（当該診療報酬が社

　　会保険診療報酬と同一の基準によっている場合又は当該診療報酬が少額（全収

　　入金額のおおむね100分の10以下の場合をいう。）の場合に限る。）を含む。）、

　　健康増進法（平成14年法律第103号）第6条各号に掲げる健康増進事業実

　　施者が行う同法第4条に規定する健康増進事業（健康診査に係るものに限る。

　　以下同じ。）に係る収入金額（当該収入金額が社会保険診療報酬と同一の基準に

　　より計算されている場合に限る。）及び助産（社会保険診療及び健康増進事業に

　　係るものを除く。）に係る収入金額（1の分娩に係る助産に係る収入金額が50

　　万円を超えるときは、50万円を限度とする。）の合計額が、全収入金額（損益

　　計算書の本来業務事業損益、附帯業務事業損益及び収益業務事業損益に係る事

　　業収益の合計額をいう。）の100分の80を超えること。

　　　なお、健康増進事業に係る収入金額は、次に掲げる健康診査等に係る収入金

　　額の合計額とする。

　　イ　健康保険法（大正11年法律第70号）第150条第1項の規定により保

　　　険者が行う健康診査



ロ　船員保険法（昭和14年法律第73号）第57条の2第1項の規定により

　政府が行う健康診査
ノ＼　国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第82条の規定により保険

　者が行う健康診査
二　国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号）第98条の規定によ

　り国家公務員共済組合又は国家公務員共済組合連合会が行う健康診査

ホ　地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）第112条の規定

　により地方公務員共済組合又は全国市町村職員共済組合連合会が行う健康診

　査
へ　私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号）第26条の規定によ

　り日本私立学校振興・共済事業団が行う健康診査

ト　学校保健法（昭和33年法律第56号）第2条の規定により学校において

　実施される健康診断又は同法第4条の規定により市町村の教育委員会が行う

　健康診断
チ　母子保健法（昭和40年法律第141号）第12条又は第13条の規定に

　より市町村が行う健康診査
り　労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第66条の規定により事業者

　が行う健康診断若しくは労働者が受ける健康診断又は同法第66条の2の規

　定により労働者が自ら受ける健康診断

ヌ　高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第20条又

　は第26条の規定により保険者が行う特定健康診査及び第125条の規定に

　より後期高齢者医療広域連合が行う健康診査

②自費患者（社会保険診療に係る患者又は労働者災害補償保険法に係る患者以

　外の患者をいう。以下同じ。）に対し請求する金額が・社会保険診療報酬と同一

　の基準により計算されること。
　　なお、社会保険診療報酬と同一の基準とは、次に掲げるもののほか・その法

　人の診療報酬の額が診療報酬の算定方法に関する厚生労働省告示の別表に掲げ

　る療養について、同告示及び健康保険法の施行に関する諸通達の定めるところ

　により算定した額以下であることの定めがされており・かつ・報酬の徴収が現

　にその定めに従ってされているものであること。

　イ　公害健康被害者に係る診療報酬及び予防接種により健康被害者に係る診療

　　報酬にあっては、法令等に基づいて規定される額

　ロ　分娩料等健康保険法の規定に類似のものが定め’られていないものにあって

　　は、地域における標準的な料金として診療報酬規程に定められた額を超えな

　　い額

③医療診療（社会保険診療、労働者災害補償保険法に係る診療及び自費患者に



係る診療をいう。）により収入する金額（損益計算書の本来業務事業損益に係る

事業収益の額をいう。）が、医師、看護師等の給与、医療の提供に要する費用（投

薬費を含む。）等患者のために直接必要な経費の額（損益計算書の本来業務事業

損益に係る事業費用の額をいう。）に100分の150を乗じて得た額の範囲内

であること。

7　解散時の残余財産の帰属先について（法第42条の2第1項第7号関係）

　　　定款又は寄附行為において解散時の残余財産を国、地方公共団体又は他の社会

　　医療法人に帰属させる旨を定めていること。

8 その他

　すべての理事をもって組織する理事会を置き、その運営について、次に掲げる

事項が定款又は寄附行為において定められ、適正に行われていること。

①　理事会は、理事長が招集し、その議長となる。

②　理事会を構成する理事の3分の1以上から連名をもって理事会の目的たる事

　項を示して請求があったときは、理事長は理事会を招集しなければならない。

③　理事会は、理事総数の過半数の出席がなければ、その議事を開き、議決する

　ことができない。

④　次に掲げる事項は、理事会において理事総数の3分の2以上の多数による議

　決を必要とし、その他の事項については理事総数の過半数で決し、可否同数の

　ときは、議長の決するところによる。

　ト

　チ

⑤

　の議決事項につき特別の利害関係を有する者は、当該事項につきその議決権を

　行使できない。

⑥　理事会に出席することのできない理事は、あらかじめ通知のあった事項にっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ら　いてのみ書面をもって議決権及び選挙権を行使することができる。

　　定款又は寄附行為の変更

　　基本財産の設定及び処分（担保提供を含む。）

　　毎事業年度の事業計画の決定及び変更

　　財産の取得又は改良に充てるための資金の保有額の決定及び取崩し

　　将来の特定の事業の計画及び変更並びに特定事業準備資金の保有額の決定

　及び取崩し

　　剰余金又は損失金の処理

　　借入金額の最高限度額の決定

　理事は、理事会において1個の議決権及び選挙権を有する。ただし、理事会

イ

ロ

ノ＼

ホ

へ収支予算及び決算の決定

第3　社会医療法人の認定等に当たっての留意事項

1　社会医療法人の認定申請に関する事項



（1）社会医療法人の認定を受けようとする医療法人が提出しなければならない書類

を次のとおり定めることとしたこと。

①　社会医療法人の認定申請等関係書類

②　社会医療法人の定款例

③　社会医療法人の寄附行為例

別添2

別添3

別添4

（2）社会医痘法人の認定に係る書類を次のとおり定めることとしたこと・

①社会医療法人認定書　　　　別添5
②　社会医療法人認定取消書　　　　　　　別添6

（3）新たに社会医療法人の認定を受けようとする場合にあっては・法第50条第1

項の規定に基づき定款又は寄附行為の変更が必要であること。

2　都道府県医療審議会に関する事項
　　　都道府県知事は、社会医療法人の認定に当たっては、法第42条の2第2項の

　　規定により、あらかじめ都道府県医療審議会（2以上の都道府県の区域において

　　病院、診療所又は介護老人保健施設を開設する医療法人については社会保障審議

　　会。以下同じ。）の意見を聴かなければならないこと。この場合・「医療法人制度

　　の改正及び都道府県医療審議会について」（昭和61年健政発第410号）の第二

　　の趣旨を踏まえ、必要に応じて部会等を設置することにより、地域医療、法律、

　　会計等に関する有識者の参画を求めることが望ましいこと・

3　社会医療法人の名称の登記
　（1）医療法人○○会から社会医療法人○○会への名称の変更については、登記事項

　　の変更の登記（組合等登記令（昭和呂9年政令第29号）第6条参照）が必要で

　　あり、社会医療法人の認定後2週間以内に主たる事務所の所在地において・3週

　　間以内に従たる事務所の所在地において、変更の登記をしなければならないこと。

（2）（1）により名称の変更について変更の登記をしたときは・登記事項及び登記の年

　月日を、遅滞なく、都道府県知事に届け出るものとすること（医療法施行令（昭

和23年政令第326号）第5条の12参照）。

（3）社会医療法人でない医療法人は、その名称中に、r社会医療法人」という文字を

　用いてはならないこと。

　　なお、都道府県知事は、社会医療法人でない医療法人が「社会医療法人」とい

　う文字を用いていると認めるときは、当該医療法人に対し・法第64条第1項の

　規定に基づく改善命令を行うこと。



4　社会医療法人の事業報告書等の作成等

　（1）社会医療法人は、毎会計年度終了後2月以内に、次に掲げる書類を作成しなけ

　　ればならないこと。

　　事業報告書

　　財産目録

　　貸借対照表

　　損益計算書

　　法第42条の2第1項第1号から第6号までの要件に該当する旨を説明する

　書類

　ては、①から⑤までに掲げる書類に加え、次に掲げる書類

　イ　純資産変動計算書

　ロ　キャッシュ・フロー計算書

　ハ　附属明細表

①

②

③

④

⑤

⑥　法第54条の2第1項に規定する社会医療法人債を発行した医療法人につい

（2）社会医療法人は、次に掲げる書類を各事務所に備えて置き、請求があった場合

　には、正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧に供しなければならないこと。

①（1）の①から⑥までに掲げる書類

②　法第46条の4第3項第3号の監事の監査報告書

③　定款又は寄附行為

④法第54条の2第1項に規定する社会医療法人債を発行した医療法人につい

　ては、①から③までに掲げる書類に加え、公認会計士又は監査法人の監査報告

　書

（3）社会医療法人は、毎会計年度終了後3月以内に、次の書類を都道府県知事（2

以上の都道府県の区域において病院、診療所又は介護老人保健施設を開設する医

　療法人については地方厚生局長）に届け出なければならないこと。

①（1）の①から⑥までに掲げる書類

②法第46条の4第3項第3号の監事の監査報告書
　③法第54条の2第1項に規定する社会医療法人債を発行した医療法人につい

　　ては、①から③までに掲げる書類に加え、公認会計士又は監査法人の監査報告

　　書

（4）都道府県知事は、次の書類（直近の3会計年度に係る書類に限る。）について請

　求があった場合には、これを閲覧に供しなければならないこと。

①（3）の①から③までに掲げる書類（ただし、（1）の⑤については、法第42条

　　の2第1項第5号の要件に該当する旨を説明する書類並びに理事等に対する報

　　酬等の支給の基準及び保有する資産の明細表に限る。）



②　定款又は寄附行為

（5）都道府県は、毎年、社会医療法人の事業及び運営並びに救急医療等確保事業の

　実施状況について、届け出られた書類を審査すること。この場合、実地検査等を

行うことにより要件の適合を確認すること。

5　社会医療法人の認定の取消し

　（1）都道府県知事は、社会医療法人が法第64条の2第1項各号のいずれかに該当

　　すると認めるときは、必要に応じ、速やかに法第63条の規定による社会医療法

　　人の事務所への立入検査又は法第64条の規定による社会医療法人に対する改善

　　命令を発出した上で、法第64条の2第1項の規定により、社会医療法人の認定

　　を取り消し、期間を定めて附帯業務のうち第一種社会福祉事業（ケアハウスを除

　　く。）及び収益業務の全部の停止を命ずること。

（2）都道府県知事は、社会医療法人の認定を取り消すに当たっては、法第64条の

　2第2項の規定により、あらかじめ都道府県医療審議会の意見を聴かなければな

　らないこと。

（3）社会医療法人の認定が取り消された場合にあっては、当該医療法人は名称の変

更等について法篤50条第1項の規定に基づき定款又は寄附行為の変更が必要で

　あること。

（4）社会医療法人○○会から医療法人OO会への名称の変更については、登記事項

　の変更の登記が必要であり、社会医療法人の認定が取り消された日後2週間以内

　に主たる事務所の所在地において、3週間以内に従たる事務所の所在地において、

　変更の登記をしなければならないこと。

（5）（4）により名称の変更について変更の登記をしたときは、登記事項及び登記の年

　月目を、遅滞な＜、都道府県知事に届け出るものとすること。

6　その他

　（1）持分請求権の放棄の決議について

　　　　規則第30条の39第1項の規定により、社団である医療法人で持分の定め

　　　のあるものが、定款を変更して、社団である医療法人で持分の定めのないもの

　　　に移行する場合にあっては、当該医療法人の社員総会において、定款の変更認

　　　可がなされた目をもって持分請求権の放棄の効力が生ずるものとする決議を行

　　　うものであることにつき、留意するものであること。



（2）財産の取得又は改良に充てるための資金（第2の6（1）⑧のホ）について

①当該資金は、減価償却費に対応する資産の取得又は改良に充てるための資金

　　に限るものとし、減価償却累計額を上限とすること。

②当該資金は、貸借対照表において次の科目をもって掲記し、他の資金と明確

　　に区分して経理されていること。

　　　　資産の部　　減価償却引当特定預金（固定資産のその他の資産に掲記）

③当該資金の目的である支出に充てる場合を除くほか、取り崩すことができな

　　いものであること。ただし、正当な理由がないのに当該資金の目的である財産

　　を取得せず、又は改良しない事実があった場合には、理事会及び社員総会又は

　　評議員会の議決を経て、当該資金の額を取り崩さなければならないこと。

（3）特定事業準備資金（第2の6（1）⑧のへ）について

①当該資金の目的である事業が、定款又は寄附行為において定められているこ

　　と。

②　当該資金の額が合理的に算定されていること。

③　当該資金の目的である事業ごとに、貸借対照表において次の科目をもって掲

　　記し、他の資金と明確に区分して経理されていること。

　　ア　資産の部　　○○事業特定預金（固定資産のその他の資産に掲記）

　　イ　純資産の部　○○事業積立金（利益剰余金のその他利益剰余金に掲記）

④当該資金の目的である支出に充てる場合を除くほか、取り崩すことができな

　　いものであること。ただし、正当な理由がないのに当該資金の目的である事業

　　を行わない事実があった場合には、理事会及び社員総会又は評議員会の議決を

　　経て、当該資金の額を取り崩さなければならないこと。

（4）附帯業務及び収益業務の実施について

　　　定款又は寄附行為に定めのない業務を行うことは法令に違反する事実となる

　　ため、新たに法第42条各号に掲げる業務及び同法第42条の2第1項に規定

　　する収益業務を行うに場合にあっては、定款又は寄附行為の変更等の手続きに

　　遺漏がないよう留意するものであること。

（5）収益業務の区分経理について

　　　社会医療法人が収益業務を行う場合にあっては、収益業務から生ずる所得に

　　関する経理と収益業務以外の業務から生ずる所得に関する経理とをそれぞれ区

　　分して行わなければならないものとすること。

　　　この場合の「所得に関する経理」とは、単に収益及び費用に関する経理だけ

　　ではなく、資産、負債及び純資産に関する経理についても同様にその区分経理

　　が行わなければならないものとすること。



（6）社会医療法人の税制上の取扱い

①　社会医療法人については、次の税制上の措置が講ぜられたこと。

　　イ　社会医療法人が法人税法（昭和40年法律第34号）別表第二（公益法人

　　　等の表）に追加されたこと。併せて、社会医療法人の法人税は、法人税法第

　　　66条第3項の規定により22％の税率が適用されること。

ロ　社会医療法人が行う医療保健業（法第42条の規定に基づき同条各号に掲

　げる業務として行うもの及び法第42条の2第1項の規定に基づき同項に規

　定する収益業務として行うものを除く。）が法人税法施行令（昭和40年政令

　第97号）第5条に規定する収益事業の範囲から除外されたこと。これによ

　り、当該医療保健業に係る法人税については、法人税法第7条の規定により

　非課税となること。

ハ　社会医療法人の法人税法上の収益事業に属する資産のうちから収益事業以

　外の事業のために支出した金額は、法人税法第37条第5項の規定により当

　該社会医療法人の収益事業に係る寄附金の額とみなし、その損金算入限度額

　は、所得の金額の100分の50に相当する金額（当該金額が年200万円

　に満たない場合は年200万円）であること。

二　医療法人が社会医療法人の認定を受けた場合には、法人税法第10条の3

　第1項及び第2項の規定により、認定を受けた日の前日に当該医療法人が解

　散し、認定を受けた目に当該社会医療法人が設立されたものとみなして・同．

　条第1項及び第2項に規定する規定を適用すること。

ホ　ニの場合については、法人税法第14条第22号の規定により、当該医療

　法人の会計年度開始の目から社会医療法人の認定を受けた目の前日までの期

　聞及び社会医療法人の認定を受けた日からその会計年度終了の日までの期間

　を事業年度とみなして、同法の規定を適用すること。また、社会医療法人の

　認定を取り消された医療法人の会計年度開始の目から社会医療法人の認定が

　取り消された目の前日までの期間及び社会犀療法人の認定が取り消された日

　からその会計年度終了の目までの期間についても同様とすること。

へ社会医療法人の認定が取り消された場合にあっては、・法人税法第64条の

　4第1項の規定により、当該社会医療法人の認定が取り消された日前の法人

　税法上の収益事業以外の事業による所得の金額の累積額又は欠損金額の累積

　額は、当該社会医療法人の認定が取り消された目からその会計年度終了の日

　までの期間の所得の金額の計算上、益金の額又は損金の額に算入すること・



ト　社会医療法人は、所得税法（昭和40年法律第33号）別表第一（公共法

人等の表）及び消費税法（昭和63年法律第108号）別表第三に掲げる法

人となること。

②社会医療法人の認定を受けたときは、当該社会医療法人は、速やかに、国税

　庁長官が定める届出書に都道府県知事（厚生労働大臣）の認定書の写し及び定

　款又は寄附行為の写し等を添付し、これを納税地の所轄税務署長に提出するも

　のとすること。なお、社会医療法人の認定の取消しを受けた場合についても同

　様とし、この場合においては、認定書の写しに代えて認定取消書の写しを添付

　するものとすること。

③　都道府県は社会医療法人を認定し、又は認定を取り消した場合は、その旨を

　速やかに厚生労働省医政局に報告すること。厚生労働省医政局は、都道府県か

　らの報告を国税庁に情報提供するものとする。

（7）特定医療法人が社会医療法人の認定を受けた場合の取扱い

　　　租税特別措置法第67条の2第1項の承認を受けた医療法人（以下「特定医

　　療法人」という。）が会計年度の中途において新たに社会医療法人の認定を受け

　　た場合にあっては、当該会計年度開始の日から当該認定を受けた目の前日まで

　　の期間について租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号）第39条の

　　25第5項及び租税特別措置法施行規則（昭和32年大蔵省令第15号）第2

　　2条の15第2項の規定に基づく特定医療法人の承認要件を満たす旨を説明す

　　る書類を当該認定を受けた目から3月以内に、納税地の所轄税務署長を経由し

　　て、国税庁長官に提出しなければならないこと。

　　　なお、当該認定を受けた日から租税特別措置法第67条の2第1項の規定に

　　よる22％の法人税率の特例は適用されないことから、租税特別措置法施行令

　　第39条の25第6項の規定に基づく特定医療法人の承認に係る税率の適用を

　　やめるための届出書を当該認定を受けた日以後速やかに、納税地の所轄税務署

　　長を経由して、国税庁長官に提出するものとすること。



別添1

業務の区分 当該業務を行う病院又は診療所の構造設備 当該業務を行うための体制 当該業務の実績

救急医療 次の基準に該当すること。

@　当該病院が救急医療施設として必要な

次の基準のすべてに該当すること。

P．当該病院の名称がその所在地の都道府

1又は2の基準に該当すること。

P，当該病院において時間外等加算割合が

診療部門（診察室、処置室、臨床検査施

ﾝ、エックス線診療室、調剤所等）及び

齬p病床（専ら救急患者のために使用さ

黷髟a床をいう。）又は優先的に使用され

髟a床（専用病床を有していないが、救

}患者のために一定数確保されている病

ｰをいう。）を有していること。

県が定める医療計画において救急医療の

m保に関する事業に係る医療連携体制に

Wる医療提供施設として記載されている

ｱと。

Q．当該病院において救急患者に対し医療

��氓ｷる体制（いわゆるオンコール体

ｧも含む。）を常に確保していること。

　20％以上であること。

@※「時間外等加算割合」とは、直近に終

ｹした3会計年度（医療法上の会計年度を

｢う。以下同じ。）における次に掲げる算定

署煤i療養の給付及び公費負担医療の費用

ﾉ関する請求に関する省令（昭和51年厚

ｶ省令第36号）に定める方法により審査

x払機関に請求を行い、支払を受けた件数

をいう。以下同じ。）の合計の初診料算定

件数に占める割合（災害医療においても同

じ。）をいう。

①診療時間以外の時間（休日及び深夜

（午後10時から翌日の午前6時ま

でをいう。以下同じ。）を除く。）に

おいて初診を行った場合の時間外加

算の算定件数

②休日（深夜を除く。）において初診を

行った場合の休日加算の算定件数

③深夜において初診を行った場合の深

夜加算の算定件数

④時間外加算の特例の適用を受ける保

険医療機関が初診を行った場合の当

該時間外加算の特例の算定件数

2．当該病院において夜間等救急自動車等

搬送件数が750件以上であること。

※「夜間等救急自動車等搬送件数」とは、

直近に終了した3会計年度における夜

間（午後6時から翌日の午前8時まで



をいうものとし、休日を除く。）及び休

目（日曜日、国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）第3条
に規定する休日、年末年始の日（1月1

目を除く12月29日から1月3日ま
で）及び土曜日又はその振替日）におけ

る救急自動車等による搬送を受け入れ

た件数を3で除した件数（災害医療に

おいても同じ。）をいう。なお、「救急

自動車等による搬送」とは、救急自動

車及びこれに準ずる車両並びに救急医

療用ヘリコプターを用いた救急医療の

確保に関する特別措置法（平成19年

法律第103号）第2条に規定する救
急医療用ヘリコプター（以下「救急医

療用ヘリコプター」という。）及びこれ

つ。

精神科救急医療 次の基準に該当すること。 次の基準のすべてに該当すること。 次の基準に該当すること。

の場合 当該病院が精神科救急医療施設として 1．当該病院の名称がその所在地の都道府 当該病院において直近に終了した3会

必要な診療部門（診察室、処置室、保護 県が定める医療計画において精神科救急 計年度における精神疾患に係る時間外等

室、面会室等）を有していること。 医療の確保に関する事業に係る医療連携 診療件数が、当該病院の所在地が属する

体制に係る医療提供施設として記載され 精神科救急医療圏内の人口1万人対7．

ていること。 5件以上であること。

2．当該病院が精神保健及び精神障害者福 ※「時間外等診療件数」とは、次に掲げ

祉に関する法律施行規則（昭和25年厚 る算定件数の合計をいう。

生省令第31号）第5条の2第1号から ①診療時間以外の時間（休日及び深夜

第3号までに掲げる基準を満たすこと。 を除く。）において初診又は再診を行

つた場合の時間外加算の算定件数

（患者又はその看護に当たっている

者から電話等によって治療上の意見

を求められて指示した場合に算定す

ることができる再診料の件数は除



く。②から④までにおいても同じ。）

②休日（深夜を除く。）において初診又

は再診を行った場合の休日加算の算

定件数

③深夜において初診又は再診を行った

場合の深夜加算の算定件数

④時間外加算の特例の適用を受ける保

険医療機関が初診又は再診を行った

場合の当該時間外加算の特例の算定

件数

※精神科救急医療圏内の人口は、直近に

公表された国勢調査又は人口推計年報

（総務省統計局）による都道府県又は市

区町村別の人口総数の合計数をいう。

災害医療 次の基準のすべてに該当すること。 次の基準のすべてに該当すること。 次の基準のすべてに該当すること。

1．当該病院が災害医療施設として必要な 1．当該病院の名称がその所在地の都道府 1．当該病院において時間外等加算割合が

次に掲げる施設（診療に必要な施設は耐 県が定める医療計画において災害医療の 16％以上、又は夜問等救急自動車等搬

震構造を有すること。）をすべて有してい 確保に関する事業に係る医療連携体制に 送件数が600件以上であること。

ること。 係る医療提供施設として記載されている 2．当該病院に勤務する職員が直近に終了

（1）集中治療室 こと。 した会計年度において、次に掲げる訓練

（2）診療部門（診察室、手術室、処置室、 2．当該病院において救急患者に対し医療 又は研修に参加していること。

臨床検査施設、エックス線診療室、調 を提供する体制（いわゆるオンコール体 （1）都道府県又は国が実施する防災訓練

剤所等）及び病室 制も含む。）を常に確保していること。 （2）国が実施する災害派遣医療チーム

（3）備蓄倉庫 3．厚生労働省に登録された災害派遣医療 （DMAT）研修

2．当該病院が災害医療施設として必要な チーム（DMAT）を有していること。 3．過去において、災害時における都道府

次に掲げる設備をすべて有しているこ 県又は国からの災害派遣医療チーム（D

と。 MAT）の派遣要請を拒否しなかったこ

（1）簡易ベッド と。ただし、やむを得ない理由があると

（2）携帯用医療機器 認められるときは、この限りでない。

（3）食料、飲料水及び医薬品等の物資

（4）自家発電装置

（5）トリアージタッグ

（6）救急用自動車



（7）広域災害・救急医療情報システムの

端末

3．当該病院の敷地内又は近接地にヘリコ

プターの離発着場を確保していること。

へき地医療 1又は2の基準に該当すること。 次の基準に該当すること。 へき地医療施設が病院の場合、1又は2の
※　「へき地」とは、 1．当該病院がへき地医療施設として必要 当該病院又は診療所の名称がその所在 基準に該当すること。

へき地保健医療 な診療部門（診察室、処置室、臨床検査 地の都道府県が定める医療計画において 1．当該病院において直近に終了した会計
対策実施要綱（平 施設、エックス線診療室、調剤所等）及 へき地医療の確保に関する事業に係る医 年度におけるへき地に所在する診療所

成13年医政発 び病室を有していること。 療連携体制に係る医療提供施設として記 （当該病院が所在する都道府県内のへき

第529号）に基 また、必要に応じ、医師住宅又は看護 載されていること。 地に所在する診療所に限る。）に対する医

づくへき地をい 師住宅を有していること。 なお、へき地診療所を開設する医療法 師の延べ派遣日数（派遣日数を医師数で
レつ。

2．当該診療所がへき地診療所（へき地保 人が当該へき地診療所の所在地の都道府 乗じた日数をいう。）が53人日以上であ
健医療対策実施要綱に基づくへき地診療 県において病院を開設する場合にあって ること。

所をいう。）として必要な診療部門（診察 は、当該すべての病院において、へき地 2．当該病院において直近に終了した会計
室、処置室等）を有していること。 の患者を受け入れるための病室その他へ 年度におけるへき地（当該病院が所在す

また、必要に応じ、医師住宅又は看護 き地医療施設として必要な診療部門（診 る都道府県内のへき地に限る。）における

師住宅を有していること。 察室、処置室、臨床検査施設、エックス 巡回診療の延べ診療日数（診療日数を医

線診療室、調剤所等）を有し、かつ、へ 師数で乗じた日数をいう。）が53人日以

き地の患者を受け入れる体制を常に確保 上であること。

していること。 へき地診療所の場合、次の基準に該当する
こと。

当該へき地診療所において直近に終了

した会計年度における診療日が209日
以上であること。

周産期医療 次の基準のすべてに該当すること。 次の基準のすべてに該当すること。 次の基準のすべてに該当すること。

1，当該病院が周産期医療施設として必要 1．当該病院の名称がその所在地の都道府 1．当該病院において直近に終了した3会
な次に掲げる施設をすべて有しているこ 県が定める医療計画において周産期医療 計年度における分娩実施件数を3で除し
と。

の確保に関する事業に係る医療連携体制 た件数が500件以上であること。
（1）母体胎児集中治療管理室 に係る医療提供施設として記載されてい 2．当該病院において直近に終了した3会
（2）新生児集中治療管理室 ること。 計年度における母体搬送件数を3で除し
（3）診療部門（診察室、処置室、臨床検 2．当該病院において産科に係る救急患者 た件数が10件以上であること。
査施設、エックス線診療室、調剤所等） に対し医療を提供する体制及び緊急帝王 なお、「母体搬送」とは、救急自動車及
及び専用病床（専ら周産期患者のため 切開術を実施できる体制（いわゆるオン びこれに準ずる車両並びに救急医療用へ



　に使用される病床をいう。）

Q．当該病院が周産期医療施設として必要

コール体制も含む。）を常に確保している

ｱと。

リコプター及びこれに準ずるヘリコプタ

[による妊婦、産婦又はじよく婦の搬送

な次に掲げる設備をすべて有しているこ

ﾆ。

i1）分娩監視装置

i2）新生児用呼吸循環監視装置

をいう。

R．当該病院において直近に終了した3会

v年度におけるハイリスク分娩管理加算

ﾌ算定件数が3件以上であること。

（3）超音波診断装置

（4）新生児用人工換気装置

（5）微量輸液装置

（6）保育器

小児救急医療 次の基準に該当すること。

@　当該病院が小児救急医療施設として必

@要な診療部門（診察室、処置室、臨床検

次の基準のすべてに該当すること。

P．当該病院の名称がその所在地の都道府

@県が定める医療計画において小児救急医

次の基準に該当すること。

@　当該病院において6歳未満の乳幼児の

@時間外等加算割合が20％以上であるこ

査施設、エックス線診療室、調剤所等）

yび専用病床（専ら小児救急患者のため

ﾉ使用される病床をいう。）又は優先的に

g用される病床（専用病床を有していな

｢が、小児救急患者のために一定数確保

ｳれている病床をいう。）を有しているこ

ﾆ。

療の確保に関する事業に係る医療連携体

ｧに係る医療提供施設として記載されて

｢ること。

Q．当該病院において小児救急患者に対し

纓ﾃを提供する体制（いわゆるオンコー

拒ﾌ制も含む。）を常に確保しているこ

@と。

と。

ｦ「6歳未満の乳幼児の時間外等加算割

@合」とは、直近に終了した3会計年度

@における次に掲げる算定件数の合計の

@6歳未満の乳幼児の初診料算定件数に

@占める割合をいう。

@①診療時間以外の時間ぐ休日及び深夜

@　を除く。）において6歳未満の乳幼児

の初診を行った場合の時間外加算の

算定件数

②休日（深夜を除く。）において6歳未

満の乳幼児の初診を行った場合の休

日加算の算定件数

③深夜において6歳未満の乳幼児の初

　診を行った場合の深夜加算の算定件

@数
C時間外加算の特例の適用を受ける保

険医療機関が6歳未満の乳幼児の初

診を行った場合の当該時間外加算の

特例の算定件数



（備　考）

彦尺（ノノ衣σ．ノ乗務uノ匹フフV一胸サ辺り＝ゴロ久末4カノ犬η県日別｛1匂ノ」T　」∪　　　、

業務の区分 読み替えられる字句 読み替える字句

救急医療 直近に終了した3会計年度 直近に終了した会計年度

件数を3で除した件数 件数

直近に終了した3会計年度 直近に終了した会計年度精神科救急医療

ﾌ場合 人口1万人対7．5件以上 人口1万人対2，5件以上

周産期医療 直近に終了した3会計年度 直近に終了した会計年度

件数を3で除した件数 件数

3件以上 1件以上

小児救急医療 直近に終了した3会計年度・ 直近に終了した会計年度

○　平成20年4月1日から平成21年3月31日までの期間に医療法施行令第5条の5の規定に基づく社会医療法人の認定を申請する場合

　　　次の表の業務の区分に掲げる当該業務の実績欄に掲げる字句ものは、それぞれ同表右欄の字句と読み替える。

供uソ衣uノ乗務》ノ1△刀㌧拘りリゴ畝禾1働ノ：大’1呉11剛凋ノ」T　J　u　　・

業務の区分 読み替えられる字句 読み替える字句

救急医療 直近に終了した3会計年度 直近に終了した2会計年度

件数を3で除した件数 件数を2で除した件数

直近に終了した3会計年度 直近に終了した2会計年度精神科救急医療

ﾌ場合 人口1万人対7．5件以上 人口1万人対5．0件以上

周産期医療 直近に終了した3会計年度 直近に終了した2会計年度

件数を3で除した件数 件数を2で除した件数

3件以上 2件以上

小児救急医療 直近に終了した3会計年度 直近に終了した2会計年度

○　平成21年4月1日から平成22年3月31日までの期間に医療法第52条第1項の規定により社会医療法人の要件に該当する旨を説明する書類を届

　け出る場合又は医療法施行令第5条の5の規定に基づく社会医療法人の認定を申請する場合

　　　次の表の業務の区分に掲げる当該業務の実績欄に掲げる字句ものは、それぞれ同表右欄の字句と読み替える。



唾コ（新たに社会医療法人の認定を受けよう叢場合髭
月 日

厚生労働大臣
　　　又は

都道府県知事

殿

主たる事務所の所在地

医療法人　　　　　会

　理事長 印

社会医療法人認定申請書

　標記について、医療法施行令第5条の5及び同法施行規則第30条の36の規定に

基づき申請します。

記

救急医療等確保事業を行っている病院又は診療所
救急医療等確保事業の別

名　　称 所　　在　　地

注1）r救急医療等確保事業を行っている病院又は診療所」欄には・医療法第42条の2第1項第

　　5号の基準に適合する病院又は診療所（指定管理者として管理する病院又は診療所を含む・）

　　を全て記載すること。

注2）r救急医療等確保事業の別」欄には、当該施設で行っている医療が・医療法第30条の4第

　　2項第5号に掲げる医療（以下参照）のいずれに係るものであるか0別（当該施設で医療法

　　第42条の2第1項第5号の基準を満たすものが複数ある場合は・その全て）を記載するこ

　　と。

　　○救急医療（精神科救急医療の琴準を満たす場合は・「精神科救急医療」と記載すること・）

　　○災害医療　○へき地医療　○周産期医療　○小児救急医療



男115恭2－2 （社会医療法人が関係書類を毎会計年度終了後3月以内に届け出る場合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

OO地方厚生局長
　　　又は　　　　　　殿

都道府県知事

主たる事務所の所在地

社会医療法人　　　　　会

　理事長 印

決 算 届

　平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月

医療法第52条第1項の規定により届出します。

日までの決算を終了したので、

記

救急医療等確保事業を行っている病院又は診療所
救急医療等確保事業の別

名　　称 所　　在　　地

注1）「救急医療等確保事業を行っている病院又は診療所」欄には、医療法第42条の2第1項第

　　5号の基準に適合する病院又は診療所（指定管理者として管理する病院又は診療所を含む。）

　　を全て記載すること。

注2）「救急医療等確保事業の別」欄には、当該施設で行っている医療が、医療法第30条の4第

　　2項第5号に掲げる医療（以下参照）のいずれに係るものであるかの別（当該施設で医療法

　　第42条の2第1項第5号の基準を満たすものが複数ある場合は、その全て）を記載するこ

　　と。

　　○救急医療（精神科救急医療の要件を満たす場合は、「精神科救急医療」と記載すること。）

　　○災害医療　○へき地医療　○周産期医療　○小児救急医療



1．征云匡ヲ禁広人関係目矩　見
申　　請　　書　　類　　一　　覧 申請時 毎決算後 備考

　1｠：社会医療法人認定申請書 O 一

　酢｠1決算届 一 O
□i別表（医療法第42条の2第1項第4号の要件に該当する旨を説明する書類） O O
（医療法第42条の2第1項第5号の要件に該当する旨を説明する書類）

□：添付書類（構造設備及び体制） O ○ ※

　…
@：添付書類1－1（救急医塵≧．．．．．．．．．．，．．．．．＿．．一．．．＿．．．．．．．．＿＿＿＿、＿＿□卜……一……一一一一一一一’

@：時間外等加算件数明細表

隆隆蜘二盆．墜鑛鐵．．．．＿一＿．一．＿一＿一一一……一一………一……

豪ﾉ問笠麩名望婆登遐劃生類坦表．．＿．．．．．．．．．．．＿＿＿…一一…一一………

@i夜間等救急自動車等搬送件数を証明する書類（救急搬送証明書等写し）
　；
√t豊胸二隻．雌翻塾鑛麹．．一．．．．．．．．．．＿．、．＿一一一一一…一一…一一一

｠畦間タ壁診墨喪麹甕．＿．．＿．．．．一．．．．．．．．．．．一＿一一…………一一……一…

@i応急入院指定病院である旨を証明する書類（指定書等写し）

　1遜付登攀2．毯賓豊麹．一．．＿、．．．．．．．．．＿．．．＿＿＿…一…一…一一…一一……

告∮ｫ勢二上．懲鑛塑．翼∫虹黒．1難医塑．幡雌歩控蝕L一一一
@1額錬又は研修に参加したことを証明する書類（修了証又は参加依頼文等写し）

錘付差麹二上．∫磁爆風．．＿．．＿＿一＿一………一……一………一一

綷y魎塑遣卵麺表．＿一．．一．．、．．一．．＿一．．一．．．＿．＿＿＿…一…一一…一一…一一一

@i医師の延べ派遣日数を証明する書類（支援診療所との協定書等写し）

左記の添

t書類の

､ち該当

ｷる要件

ﾌものを

Y付

左記の添

t書類の

､ち該当

ｷる要件

ﾌものを

Y付

※

　：

√t豊郷二盆．∫全きを懸麹＿．＿一．．．．．＿．．一．一＿＿一………一一一……一一

｠1巡回診翻懸．．一．．．一．．．．．．．．．．．＿．＿一．．．．．一一＿＿一一一一一一…一一一一…一

@i巡回診療の延べ診療日数を証明する書類（事業計画書等）

ロ遜雌麹二鉗上輿懸！一一……一一一一一一一一…二一一一一一
@1へき地診療所診療日明細表

睡鵬麹．週灘区搬．．一．．．、．＿一＿。．．．＿＿＿＿＿……一…一一一一…一一

｠漣俸腿佐敷明懸＿、＿．．．．．．．．．．．＿＿一＿一一一…一…一一一一一一…一…一

@i母体搬送件数を証明する書類（救急搬送証明書等写し）
　1添付書類5（小児救急匿量≧＿．一．．．．．＿一．一．．．．．＿．．．．．．、．．一＿＿＿＿一＿＿．一口：…一一………一…一一’

@：時間外等加算件数明細表

（公的な運営に関する要件に該当する旨を説明する書類）

　i添付書類6（公的な運営に関する要件（医療法第42条の2第1項第1号から
c第3号まで及び搬量1．墜叛蛋趣兇猛麺．1醐1．一τ一＿一一一一□：一一一……一一”二L理事♪．監墾α亘擁尉桝必鰯壁璽劾倉羅＿．．＿＿＿一一…一一一一

@i直近に終了した会計年度の貸借対照表及び損益計算書

　〇
黶@　－　　一　一　　一　　昌　　一　　一　　一　　申　一

@　〇一　　－　　一　　一　　－　　一　　一　　一　　一　　，　　一

@　〇

　　O
ｲ　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　甲　一　　昌　．　－

@　〇一　，　　一　　甲　　一　　響　　一　一　　』　　一　，　，

@　一

●　　一　　一　　一　　一　　一

口i書類付表1（理事、監事、社員及び評議員に関する明細表） O ○

□i書類付表2（経理等に関する明細表） O O
□1書類付表3（保有する資産の明細表）

○ ○ ※

　i添付書類7（公的な運営に関する要件（医療法第42条の2第1項第6号）に　1□該当驚旨麓明ヌ掻談1．墜勤．．．．．．＿一＿一一一…一一一……一……一

@i診療報酬槻程

　〇
黶@　，　　，　　一　　一　　一　　齢　一　　一　　一　一

@　〇

　　○

黶@　＿　　一　　一　　輯　　甲　　一　　一　　一　　一　　一　　一

@　〇
一　　軸　　，　　『　　一　　一

1　社会医療法人関係書類一覧

注）（1）該当する書類にチェックをすること。
　　（2）備考欄の※印は、毎会計年度終了後3月以内の届出に係る書類のうち都道府県又は地方

　　　厚生局において閲覧に供するものであること。
　　（3）申請関係書類の中にある申請者名の欄は法人名及び理事長名・住所の欄は主たる事務所の

　　　所在地を記載すること。
　　（4）閲覧に供する書類について、個人情報に係る記載（（3）を除く。）がある場合にあっては・

　　　必要な措置を講ずるものとする。



2．定款（寄附行為）変更認可申請関係書類一覧

申　　請　　書　　類 覧

□定款（寄附行為）変更認可申請書

口　定款又は寄附行為の変更内容（新旧条照表を添付すること。）及びその事由を記載した書類

□　定款又は寄附行為に定められた変更に関する手続きを経たことを証する書類

　　　社団の医療法人にあっては、社員総会の議事録

　　　財団の医療法人にあっては、理事会（評議員会）の議事録

（医療法第42条の2第1項の収益業務を行う場合）

□　収益業務の概要及び運営方法を記載した書類

□定款又は寄附行為変更後2年間の事業計画及びこれに伴う予算書

目　新たに寄附を受ける場合、その申込書の写し

　　（寄附が不動産の場合、その申込書の写し、登記事項証明書及びその評価額を証明する書類）

□　土地、建物等を賃貸する場合、その契約書の写しと登記事項証明書

注）（1）新たに社会医療法人の認定を受けようとする場合、又は社会医療法人の認定が取り消さ

　　　れた場合にあっては、医療法第50条第1項の規定に基づき定款又は寄附行為の変更が必

　　　要であること。

　　（2）該当する書類にチェックをすること。

3．決算届出関係書類一覧

届　　出　　書　　類 覧

□事業報告書

□財産目録

□貸借対照表

□損益計算書

□　監事の監査報告書

　　医療法第42条の2第1項第1号から第6号までの要件に該当する旨を説明する書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（「1．社会医療法人関係書類一覧」参照）

（医療法第54条の2第1項に規定する社会医療法人債を発行した場合）

　　上記に掲げる書類

□　純資産変動計算書

ロ　キャッシュ・フロー計算書

□附属明細表

口　公認会計士又は監査法人の監査報告書

注）（1）社会医療法人が医療法第52条第1項の規定に基づく書類の届出をしょうとする場合、

　　　社会医療法人の認定要件に該当する旨を説明する書類も併せて届出する必要があること。

　　（2）会計年度の中途において新たに社会医療法人の認定を受けた場合にあっても、当該会計

　　　年度開始の日から当該認定を受けた目の前日までの期間を含めて届出することに留意する

　　　こと。

　　（3）会計年度の中途において社会医療法人の認定が取り消された場合にあっては、社会医療

　　　法人の認定要件に該当する旨を説明する書類を届出する必要がないこと。

　　（4）該当する書類にチェックをすること。



別　　表

医療法第42条の2第1項第4号の要件に該当する旨を説明する書類

申請者名 印

住 所

以下のとおり相違ありません。

開設する全ての病院又は診療所
救急医療等確保事業の別

名　　称 所　　在　　地

（記載上の注意事項）

O　r開設する全ての病院又は診療所」欄には、医療法第42条の2第1項第5号の基準に適合

　するか否かに係わらず開設する病院又は診療所（指定管理者として管理する病院又は診療所

　を含む。）を全て記載すること。

02以上の都道府県の区域において病院又は診療所を開設する場合は・都道府県毎に順に記載

　すること。
O　r救急医療等確保事業の別」欄に記載する内容は、申請書（別添2－1）又は決算届（別添

　　2－2）に記載した内容と一致していること。



添付書類（構造設備及び体制）

　　　　医療法第42条の2第1項第5号の要件に該当する旨を説明する書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者名： 印

住 所

以下のとおり相違ありません。

施　設　名

施設の所在地

管轄保健所名

1　診療科目

科 科 科 科． 科 科

科　目 科 科 科 科 科 科

科 科 科 科 科 科

2　許可病床数

一　　般 療　　養 結　　核 精　　神 感染症 合　　計

室 床 室 床 室 床 ．室 床 室 床 室 床

3　構造設備
（1）総括表（該当する業務の区分及び所有する施設・設備等の□にチェックすること。）

業務の区分 施　　　設 設備　等

ロ　救急医療 ロ集中治療室 ロー ｪ娩監視装置

ロ精神科救急医療 □　母体胎児集中治療管理室 ロ　新生児用呼吸循環監視装置

ロ　災害医療 ロ　新生児集中治療管理室・ ロ超音波診断装置

ロ　へき地医療 ロ　診察室　　ロ　手術室　　ロ　処置室 ロ　新生児用人工換気装置

ロ病院
ロ　臨床検査施設　　ロ　エックス線診療室　　　　　　、

ロ　微量輸液装置　ロ　保育器

ロへき地診療所 ロ　調剤所　　ロ　保護室　　ロ　面会室 □簡易ベッド　ロ携帯用医療機器

ロ周産期医療 ロ　専用病床（　　　　床） ロ　食料　　ロ　飲料水　　ロ　医薬品

□小児救急医療 ロ　優先的に使用される病床 ロ　自家発電装置

ロ備蓄倉庫 ロ　トリアージタッグ

ロ　ヘリポート（ロ敷地内　□近接地） ロ救急用自動車

ロ　医師住宅　　ロ看護師住宅 ロ　広域災害・救急医療情報システム



（2）災害医療の確保に関する事業に係る病院の概要
4ノ　　二人ξロレくΣフ15ヌ。）ノ羽目ilノトl　　lコ≒1フ　　Q」ノ＝F不l　　ll　qノノrll

区　　　分 構造の概要 耐震基準 用途の区分 室数

（3）開設するへき地診療所の所在地の都道府県において病院を開設する場合の当該病院の概要

病　院名 施　　　設 へき地診療所からの入院患者の受入れ体制

ロ診察室　　ロ　手術室　　ロ　処置室

ロ　臨床検査施設　ロ　エックス線診療室

□調剤所

ロ病床数（　　　　床）

ロ　医師住宅　　　ロ　看護師住宅

□　診察室　　ロ　手術室　　□　処置室

ロ　臨床検査施設　ロ　エックス線診療室

ロ調剤所

ロ病床数（　　　　床）

ロ　医師住宅　　　ロ　看護師住宅

ロ　診察室　　ロ　手術室　　ロ　処置室

ロ　臨床検査施設　ロ　エックス線診療室

ロ調剤所
ロ．病床数（　　　　床）

□　医師住宅　　　ロ看護師住宅



4　職種別従業員数

医 歯 薬 診 歯 臨 歯 看 助 栄 理 作 臨 事 調 そ

職種 師 科
医
剤
師
療
放
科
技
床
検
科
衛
護
師
産
師
養
士
学
療
業
療
床
工
務
職
理
師
の
他

計

師 射 工 査 生 法 法 誉ナ

目
！
　
　
、

線 士 技 士 士 士 技
人員 技 師 士

師

｛　　　　＝＝｝

D　貝

実人員

内特殊

関係者

5　勤務体制

体　　制
昼間（15時現在） 夜間（3時現在） 休日（15時現在）

専任 兼任 専任 兼任 専任 兼任

医師
病院内

オンコーノレ

内精神科医（再掲）
病院内

オンコール

内小児科医（再掲）
病院内

オンコーノレ

内産婦人科医（再掲）
病院内

オンコール

薬剤師
病院内

オンコール

診療放射線技師
病院内

オンコーノレ

臨床検査技師
病院内

オンコール

看護師
病院内

オンコール

合　　　計
病院内

オンコーノレ

内救急医療（再掲）

i精神科救急医療含む）

病院内

オンコール

内周産期医療（再掲）
病院内

オンコール

内小児救急医療（再掲）
病院内

オンコール

6　その他の体制
　（1）精神科救急医療の場合のみ

　・精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則第5条の2第1号に基づく都道府県知事の指定の有無（有・無）

　・精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則第5条の2第3号に基づく常時勤務する指定医の人数（　人）

　（2）災害医療の場合のみ

　・災害派遣医療チーム（DMAT）の有無（有・無）



　　　　　　　　　　　　　「添付書類（構造設備及び体制）」の記載要領

1　各表共通
　　申請書又は決算届に記載した救急医療等確保事業を行っている病院（診療所）毎に記載すること・

2　「2許可病床数」
　　　医療法に基づき「患者収容定員」として使用許可を受けている「許可病床」の数を記載すること。

3　「3構造設備」
（1）r（1）総括表」には、該当する業務の区分（複数の基準に該当する場合はその全て）及び所有する施設

　又は設備等の口にチェックすること。
（2）「（2）災害医療の確保に関する事業に係る病院の概要」は、以下のと有り記載去ること。

　①　r区分」欄には、建物の棟等の異なるごとに、その建物の名称（例えば・本館・第1外来診療棟・

　　　第1病棟等）を記載すること。
　　②　　r構造の概要」欄には、その建物の構造の概要（例えば・鉄筋コンクリート3階建・木骨モルタル

　　　造2階建等）を記載すること。
　　③　　r耐震基準」欄には、r耐震基準を有する」又はr耐震基準を有しない」を記載すること。

　　　※　耐震構造を有する場合とは、昭和56年6月1日以降に建築確認を受けた建物であるか・昭和

　　　　56年5月31日以前に建築された建物であっても、建築基準法（昭和56年6月1旦施行令改正）

　　　　に基づく耐震基準を満たすものや耐震補強工事等により新耐震基準を満たすものをいっ。

　　④r用途の区分」欄には、その建物の用途の異なるごとに・その用途（例えば・診察室・処置室・臨

　　　床検査施設、エックス線診療室、調剤所、病室・医師住宅等）を起載すること。

　　⑤　　r室数」欄には、その建物の用途別の区分に応じ・その室数を記載すること・

（3）r（3）開設するへき地診療所の所在地の都道府県において病院を開設する場合の当該病院の概要」に

　　は、医療法第42条の2第1項第5号の要件に該当するへき地診療所の所在地の都道府県において・当

　　該医療法人が開設するすべての病院について記載すること・

　　①「施設」欄には、該当する施設のロにチェックすること。
　　②rへき地からの入院患者の受入れ体制」欄には、その具体的な体制（例えば・○○痙院が所有する一

　　　患者輸送車により搬送できる体制、情報システムにより診療を支援できる体制等）を記載すること・

4　　「4職種別従業員数」
　（1）直近に終了した会計年度の末日における人数を記載すること。

（2）特殊関係者とは、医療法人の設立者、理事、監事、社員若しくは評議員（以下「設立者等」という・）

　　又はこれらの者と親族等の関係を有する者をいう。なお、親族等とは、次の者をいう。

　　①設立者等の配偶者及び三親等以内の親族
　　②　設立者等と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

　　③設立者等の使用人及び使用人以外の者で当該役員等から受ける金銭その他の財産によって生計を維

　　　持しているもの
　　◎　ロ又はハに掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしているもの

5　「5勤務体制」
　（1）休日（日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）第3条に規定する休日及び年末年

　　始の目（1月1目を除く12月29目から1月3日まで）を指すこと。）の欄には・直近に終了した会計年

　　度の最終の休日における勤務体制を記載すること。

　（2）昼間、夜間の欄には、直近に終了した会計年度の（1）の休日を除く最終の目における勤務体制を記

　　載すること。
　（3）専任とは、救急医療（精神科救急医療）、周産期医療又は小児救急医療を担当するために配置された者

　　を指す。



添付書類1－1（救急医療）

　　　医療法第42条の2第1項第5号の要件に該当する旨を説明する書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者名： 印

住 所

以下のとおり相違ありません。

〔時間外等加算割合〕

病　院　名

病院の所在地

管轄保健所名

区　　　分 6歳以上の件数 6歳未満の件数 合　　　　計

初診料の算定件数 件 件 A　　　　　　　件

内時間外加算の算定件数 件 件 ①　　　　　　　件

内休日加算の算定件数 件 件 ②　　　　　　　件

内深夜加算の算定件数 件 件 ③　　　　　　　件

内時間外加算の特例の算定件数 件 件 ④　　　　　　　件

時間外等加算割合｛（①＋②＋③＋④）／A｝ ％

（記載上の注意事項）

○　直近に終了した3会計年度における初診料（診療報酬の算定方法（平成18年厚生労働省告示第92号）別表

　第一区分番号AOOOに掲げるものをいう。）の算定件数を記載すること。

’國
○　時間外等加算件数明細表



時間外等加算件数明細表

（自　平成 年 月 日　至　平成 年 月 日）

旧　†朕　　十　　刀　　一　工　1ノ囚　　1

区　　　分 6歳以上の件数 6歳未満の件数 合　　　　計

初診料の算定件数 件 件 件

内時間外加算の算定件数 件 件 件

内休日加算の算定件数 件 件 件

内深夜加算の算定件数 件 件 件

内時間外加算の特例の算定件数 件 件 件

（自　平成 年 月 日　至　平成 年 月 日）

kヒゴ　　†ツJ凶　　　　†　　　　ノコ　　　　H　　コ乙　　　1’囚

区　　　分 6歳以上の件数 6歳未満の件数 合　　　　計

初診料の算定件数 件 件 件

内時間外加算の算定件数 件 件 件

内休日加算の算定件数 件 件 件

内深夜加算の算定件数 件 件 件

内時間外加算の特例の算定件数 件 件 件

（自　平成 年 月 日　至　平成 年 月 日）

Uゴ　　一rツq吸　　　　’rr　　　　ノコ　　　　H　　コ」　　1乃～

区　　　分 6歳以上の件数覧 6歳未満の件数 合　　　　計

初診料の算定件数 件 件 件

内時間外加算の算定件数 件 件 件

内休日加算の算定件数 件 件 件

内深夜加算の算定件数 件 件 件

内時間外加算の特例の算定件数 件 件 件

、口　　　　口1ノ

区　　　分 6歳以上の件数 6歳未満の件数 合　　　計

初診料の算定件数 件 件 件

内時間外加算の算定件数 件 件 件

内休日加算の算定件数 件 件 件

内深夜加算の算定件数 件 件 件

内時間外加算の特例の算定件数 件 件 件

合（ ）十言口

（記載上の注意事項）

○（合計）の表以外については、会計年度毎に記載すること。



添付書類1－2（救急医療）

医療法第42条の2第1項第5号の要件に該当する旨を説明する書類

申請者名 印

住 所

以下のとおり相違ありません。

病　院　名

病院の所在地

管轄保健所名

〔夜間等救急自動車等搬送件数〕

消防機関の救急自動車による搬送件数 ①　　　　　　　件

医療施設が保有する救急用自動車による搬送件数 ②　　　　　　　件

民間会社が保有する救急用自動車による搬送件数 ③　　　　　　　件

ヘリコプターによる搬送件数 ④　　　　　　　件

合　　　　　計 件

3会計年度平均 件

（記載上の注意事項）

○　直近に終了した3会計年度における夜間（午後6時から翌日の午前8時までとし、休日を除く。）及び淋日（日

　曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）第3条に規定する休日及び年末年始の日（1月1

　目を除く12月29日から1月3日まで）及び土曜日又はその振替日）の救急搬送件数を記載すること。

國○　夜間等救急自動車等搬送件数明細表
○　夜間等救急自動車等搬送件数を証明する書類（救急搬送証明書等の写し（患者の氏名及び住所に係る記載の部

　分については、消去等の処理をすること。））



夜間等救急自動車等搬送件数明細表

，（自　平成 年 月 日　至　平成 年 月 日）

旧　十脳　　干　　月　　目　土　r一ノ抜　　丁

消防機関の救急自動車による搬送件数
件

医療施設が保有する救急用自動車による搬送件数
件

民間会社が保有する救急用自動車による搬送件数
件

ヘリコプターによる搬送件数
件

（自　平成 年 月 日　至　平成 年 月 日）

k［ヨ　　十月吸　　　　十　　　　ノコ　　　　目　　コニ　　1ノ囚　　　　1

消防機関の救急自動車による搬送件数
件

医療施設が保有する救急用自動車による搬送件数
件

民間会社が保有する救急用自動車による搬送件数
件

ヘリコプターによる搬送件数
件

（自　平成 年 月 日　至　平成 年 月 日）

旧・十凧　　’十　　刀　　一　工　1肋　　　1

消防機関の救急自動車による搬送件数
件

医療施設が保有する救急用自動車による搬送件数 件

民間会社が保有する救急用自動車による搬送件数
件

ヘリコプターによる搬送件数
件

kロ　　　　ロ1ノ

消防機関の救急自動車による搬送件数 件

医療施設が保有する救急用自動車による搬送件数 件

民間会社が保有する救急用自動車による搬送件数 件

ヘリコプターによる搬送件数
件

合（ 計）

（記載上の注意事項）

○（合計）の表以外については、会計年度毎に記載すること。



添付書類1－3（精神科救急医療）

医療法第42条の2第1項第5号の要件に該当する旨を説明する書類

申請者名 印

住 所

以下のとおり相違ありません。

病　院　名

病院の所在地

管轄保健所名

〔時間外等診療件数〕

区　　　分
初診　料

@　　（A）

再診料
@　（B）

内電話等による

@再診料　（C）

合　　　　計

@　（A＋B－C）

時間外加算の算定件数 件 件 件 ①　　　　件

休日加算の算定件数 件 件 件 ②　　　　件

深夜加算の算定件数 件 件 件 ③　　　　件

時間外加算の特例の算定件数 件 件 件 ④　　　　件

時間外等診療件数（①＋②＋③＋④） ⑤　　　　件

’（記載上の注意事項）

○　直近に終了した3会計年度における時間外等診療件数を記載すること。

囲○　時間外等診療件数明細表
○　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第33条の4の規定に基づく応急入

　院指定病院である旨を証明する書類（指定書等の写し）を添付すること。

〔精神科救急医療圏〕

精神科救急医療圏名 人　　　　口

⑥　　　　　　　　人　　（統計表名　　　　　　　　　　　　　　　　）

人口1万人対時間外等診療件数（⑤／⑥×10，000） 人

（記載上の注意事項）

O　直近に公表された国勢調査又は人ロ推計年報（総務省統計局）による都道府県又は市区町村別の人口総数の合

　計数を記載すること。



時間外等診療件数明細表

（自　平成 年 月 日　至　平成 年 月 日）

旧　平脈　　丁　　■J H

区　　　分
初 診 料（

A
）

再 診 料（
B
）

内　電話等に

謔骰ﾄ診（C）

A
口
　　計

iA＋B｛）

時間外加算の算定件数 件 件 件 件

休日加算の算定件数 件 件 件 件

深夜加算の算定件数　　　’ 件 件 件 件

時間外加算の特例の算定件数 件 件、 件 件

（自　平成 年 月 日　至　平成 年 月 日）

、ロ　　　一「ノ囚　　　　　丁　　　　　／J

区　　　分
’初診料
@　　　（A）

再診料
@　　（B）

内　電話等に

謔骰ﾄ診（C）

合　　　　計

@　lA＋B－C）

時間外加算の算定件数 件 件 件 件

休日加算の算定件数 件 件 件 件

深夜加算の算定件数 件 件 件 件

時間外加算の特例の算定件数 件 件 件 件

（自　平成 年 月 日　至　平成 年 月 日）

＼口　　　「rノレ勺　　　　　丁　　　　　ノ

区　　　　分
初 診料
@（A）

再 診 料（
B
）

内　電話等に

謔骰ﾄ診（C）

A口　　（A＋B－C）計

時間外加算の算定件数 件 件 件 件

休日加算の算定件数 件 件 件 件

深夜加算の算定件数 件 件 件 件

時間外加算の特例の算定件数 件 件 件 件

＼口　　　　　　口．1ノ

区　　　分
初 診 料（

A
〉

再 診 料（
B
）

内　電話等に

謔骰ﾄ診（C）

A口　　（A＋B｛
計
）

時間外加算の算定件数 件 件 件 件

休日加算の算定件数 件 件 件 件

・深夜加算の算定件数 件 件 件 件

時間外加算の特例の算定件数 件 件 件 件

合（ 　計

（記載上の注意事項）

○（合計）の表以外については、会計年度毎に記載すること。



添付書類2（災害医療）

　　　　医療法第42条の2第1項第5号の要件に該当する旨を説明する書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者名： 印

住 所

以下のとおり相違あ殖凱

〔時間外等加算割合又は夜間等救急自動車等搬送件数〕

○　添付書類1－1（救急医療）又1添付書類1－2（救急医療）に記載し、提出（添付資料を含む。〉すること。

〔DMAT研修等の実績〕

（記載上の注意事項）

O　直近に終了した会計年度における防災訓練（都道府県又は国）又は研修（DMAT研修）の参加状況を記載す

　　ること。

囲○す鞭闘修に参加したこと1証明する書類（修了証平は実施者からの参加依頼文等の写し（個人名欄は消去

〔都道府県又は国からの災害派遣チーム（DMAT）の派遣要請への対応〕

（記載上の注意事項）

　○　過去の派遣要請への対応について記載すること。（過去において派遣要請がない場合は記載ナる必要はない。）

　○　派遣者数は、医師○名、看護師○名のように記載すること。

病　院　名

病院の所在地

管轄保健所名

参加者の役職名
訓　練　又　は　研修

実施者名 訓練又は研修名 実施日又は実施期間

派遣要請目時 派遣先（被災地） 派遣者数 派遣要請拒否の理由



添付書類3－1（へき地医療）

　　　医療法第42条の2第1項第5号の要件に該当する旨を説明する書類

申請者名 印

住 所

以下のとおり相違ありません。

　　　　　　　　　　　　　　　’

病　院　名

病院の所在地

管轄保健所名

し　　　　O　♪L！二ぜ　　ノノli」一　フ　　Q・ノログルー丁、ノノ1　　　　　」　　ノ　　　　　降

支援診療所名 派遣日数 派遣医師数 医師の延べ派遣日数

目間 人 人目

目間 人 人目

目間 人 人日

一

日問 人 岬

日間 人 人目

合’　　計
人目

〔へき地に所在する診療所に対する医師の延べ派遣日数〕

（記載上の注意事項）

○　直近に終了した会計年度におけるへき地に所在する診療所（当該医療法人が開設又は指定管理者として管理す

　るものを除く。）に対する医師の延べ派遣日数を記載すること。

，○　当該病院の所在地の都道府県において行っている医師派遣について記載すること。

圃’
○　医師派遣明細表

○　へき地に所在する診療所に対する医師の延べ派遣日数を証明する書類（支援診療所との協定書等の写し）



医師派遣明細表

派遣目又は派遣期間 派遣日数 派遣先（診療所名） 派遣医師数
医師の延べ

h遣日数

受診可能

f療科目

日間 人 人日

日間 人 人日

目間 人 人日

目間 人 人日

目間 人 人目

日問 人 人日

日間 人 人目

目間 人 人日

日間 人 人日

白間
人 人目

日間 人 人目

日間 人 人目

日間 人 人日．

日間 人 人日

日間 人 人日

目間 人 人日

合　　　計 一 一 一 人日
一

（記載上の注意事項）

○　派遣目は「平成○年○月○目」、派遣期間は「平成○年○月○目～平成○年○月○目」と記載すること。

○　受診可能診療科目は派遣医師が実際に診療できる科自を全て記載すること。



添付書類3－2（へき地医療）

　　　医療法第42条の2第1項第5号の要件に該当する旨を説明する書類

申請者名 印

住 所

以下のとおり相違ありません。

病　院　名

病院の所在地

管轄保健所名

L、　　　　　C　　　L二⊃一　　　ハ」　　フ　　　QLノノ己」」ト」」尋レ17　／rJ「　　　　ノく＝＝

地区名（診療場所） 診療日数 診療医師数 延べ診療日数

目間 人 人目

目間 人 人目

目間 人 人目

目間 人 人目

日間 人 人目

合　　　　計 人目

〔へき地に対する巡回診療の延べ診療日数〕

（記載上の注意事項）

○　直近に終了した会計年度におけるへき地に対する巡回診療の延べ診療日数を記載すること。

○　地区名欄に地区名及び診療場所（○○公民館等）を（　　　）書で記載すること。

○　当該病院の所在地の都道府県において行っている巡回診療について記載すること。

圃○　巡回診療明細表
○　へき地に対する巡回診療の延べ診療日数を証明する書類（事業計画書等）



巡回診療明細表

診療目又は診療期間 診療日数 巡回先（診療場所）
診　　療

緕t数

延　　べ

f療目数

受診可能

f療科目

受診延1

ｳ者数

日間 人 人目 人

日間 人 人日 人

日問 人 人目 人

日間 人 人日 人

日間 人 人日 人

日間 人 人日 人

目間 人 人目 人

日問 人 人目 人

日間 人 人目 人

日間 人 人日 人

目間 人 人日 人

目間 人 人日 人

日間 人 人日 人

目間 人 人日 人

目間 人 人目 人

日間 人 人目 人

合　　　計 一 一 一 人日 一 一

（記載上の注意事項）

○　診療目はr平成○年○月○目」、診療期間はr平成○年○月○目～平成○年○月○日」と記載すること。

○　受診可能診療科目は巡回診療に従事した医師が実際に診療できる科目を全て記載すること。



添付書類3－3（へき地医療）

　　　医療法第42条の2第1項第5号の要件に該当する旨を説明する書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者名： 印

住　　所：

以下のとおり相違ありません。

診療所名
診療所の所在地

管轄保健所名

〔へき地診療所診療日数〕

病院等への救急搬送対応状況
診療日数（年間）

搬送件数 搬送手段 搬送先

件

（記載上の注意事項）

○　直近に終了した会計年度におけるへき地診療所の診療日数等を記載すること。

國○　へき地診療所診療日明細表



へき地診療所診療日明細表

診療日又は診療期間 診療時間 診療日数 診療医師数
受診可能

f療科目

受診延べ

ｳ者数

日間 人 人

目間 人 人

日間 人 人

目間 人 人

日間 人 人

目間 人 人

日間 人 人

‘

目間 人 人

日間 人 人

日間 人 人

日間 人 人

日間 人 人

日間 人 人

日間 人 人

目間 人 人

合　　　　計 一 日間 一 一 一

（記載上の注意事項）

○　診療日は「平成○年○月○日」、診療期間は「平成○年○月○日～平成○年○月○日」と記載すること。

○　診療時間は「午前○○時から午後○○時まで」のように記載すること。

○　診療日数は診療時間の長短にかかわらず、診療を行った日数を記載すること。

○　受診可能診療科目は当該へき地診療所において実際に受診できる診療科目を全て記載すること。



添付書類4（周産期医療）

　　　医療法第42条の2第1項第5号の要件に該当する旨を説明する書類

申請者名 印

住　　所：

以下のとおり相違ありません。

病　院　名

病院の所在地

管轄保健所名

しカメ晃夫肥1十獄」

会計年度
件　　　数

内ハイリスク分娩管理

ﾁ算の算定件数

平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　目 件 件

平成　　年　　月　　目～平成　　年　　月　　日 件 件

平成　　年　　月　　目～平成　　年　　月　　目 件 件

合　　　　計 件 件

3会計年度平均 件 一

〔分娩実施件数〕

（記載上の注意事項）

○　終了した3会計年度における分娩実施件数を記載すること。

L可14阿取込1十似」

会計年度
件　　　　　数

平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　目
件

平成　　年　　月　　目～平成　　年　　月　　目
件

平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日
件

合　　　　計
件

3会計年度平均
件

〔母体搬送件数〕

（記載上の注意事項）

○　直近に終了した3会計年度における母体搬送件数を記載すること。

画○　母体搬送件数明細表
○　母胎搬送件数を証明する書類（救急搬送証明書等の写し（患者の氏名及び住所に係る記載の部分については・

　消去等の処理をすること。））



母体搬送件数明細表

（自　平成 年 月 日　至　平成 年 月 日）

消防機関の救急自動車による搬送件数 件

医療施設が保有する救急用自動車による搬送件数 件

民間会社が保有する救急用自動車による搬送件数 件

ヘリコプターによる搬送件数 件

（自　平成 年 月 日　至　平成 年 月 日）

消防機関の救急自動車による搬送件数 件

医療施設が保有する救急用自動車による綴送件数 件

民間会社が保有する救急用自動車による搬送件数 件

ヘリコプターによる搬送件数 件

（自　平成 年 月 日　至　平成 年 月 日）

消防機関の救急自動車による搬送件数　　　一　　■

件

医療施設が保有する救急用自動車による搬送件数 件

民間会社が保有する救急用自動車による搬送件数 件

ヘリコプターによる搬送件数 件

合（ 　計

消防機関の救急自動車による搬送件数 件

医療施設が保有する救急用自動車による搬送件数 件

民間会社が保有する救急用自動車による搬送件数 件

ヘリコプターによる搬送件数 件

（記載上の注意事項）

σ（合計）の表以外については、会計年度毎に記載すること。



添付書類筆（小児救急医療）

　　　医療法第42条の2第1項第5号の要件に該当する旨を説明する書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者名： 印

住　　所：

以下のとおり相違ありません。

〔6歳未満の時間外等加算割合〕

病　院　名

病院の所在地

管轄保健所名

L。　　　　’」〉民’－1　　1冒　」　　　　　　　J　I　　J　　　I　一「コ「　　　　　コアマー

区　　　　分 6歳以上の件数 6歳未満の件数 合　　　　計

初診料の算定件数 件 A　　　　　　　件 件

内時間外加算の算定有数 件 ①　　　　　　　件 件

内休日加算の算定件数 件 ②　　　　　　　件 件

内深夜却算の算定件数 件 ③　　　　　　　件 件

内時間外加算の特例の算定件数 件 ④　　　　　　　件 件

時間外等加算割合｛（①＋②＋③＋④）／A｝ ％
一

（記載上の注意事項）

○　直近に終了した3会計年度における初診料（診療報酬の算定方法（平成18年厚生労働省告示第92号）別表

第一区分番号A…に掲げるものをいう・ Pの算定件数を記鮒ること・

匠團・
○　時間外等加算件数明細表



時間外等加算件数明細表

（自　平成 年 月 日　至　平成 年 月 日）

区　　　分 6歳以上の件数 6歳未満の件数 合　　　計

初診料の算定件数 件 件 件

内時間外加算の算定件数 件 件 件

内休日加算の算定件数 件 件 件

内深夜加算の算定件数 件 件 件

内時間外加算の特例の算定件数 件 件 件

（自　平成　　年 月 日　至　平成 年 月 日）

諱@　　　分 6歳以上の件数 6歳未満の件数 合　　　計

初診料の算定件数1 件 件 件

内時間外加算の算定件数 件 件 件

内休日加算の算定件数 件 件 件

内深夜加算の算定件数 件 件 件

内時間外加算の特例の算定件数 件 件 件

（自　平成 年 月 日　至　平成 年 月 日）

区　　　　分 6歳以上の件数 6歳未満の件数 合　　　　計

初診料の算定件数 件 件 件

内時間外加算の算定件数 件 件 件

内休日加算の算定件数 件 件 件

内深夜加算の算定件数 件 件 件

内時間外加算の特例の算定件数 件 件 件

合（ 計）

区　　　分 6歳以上の件数 6歳未満の件数 合　　　計

初診料の算定件数 件 件 件

内時間外加算の算定件数 件 件 件

内休日加算の算定件数 件 件 件

内深夜加算の算定件数 件 件 件

内時間外加算の特例の算定件数 件 件 件

（記載上の注意事項）

○（合計）の表以外については、会計年度毎に記載すること。



添付書類6

　公的な運営に関する要件（医療法第42条の2第1項第1号から第3号まで及び

第6号）に該当する旨を説明する書類（運営）

　　　　　　　　　　　　　　　　申請者名．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

住　　所：

以下のとおり相違ありません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

1運営組織（法第42条の2第1項第1号力・ら第3号まで、親則第3・条の35の2第1項第1

写イ及ひ一フ

総　　　数

最も人数の多い

e族等　の
Oループの人数

親　族　等

ﾌ　割　合

最も人数の多い

ｼの同一団体の
Oノレ＿プの人数’

他の同一団体

ﾌ　割　合

理事 人
人 ％

人 ％

監　事 人
人 ％

社員 人 人 ％

　1　㌶ 』☆1

評議員 人 人

％ll、灘☆　騰

2　役員等の選任方法（規則第30条の35の2第1項第1号口及びハ）

　　（該当する項目欄の□にチェックすること。）

（1）共通事項
　　□　理事、監事及び評議員の選任方法について、定款又は寄附行為に定めがある

（2）社団医療法人

　　　□　すべての理事及び監事を社員総会で選任

（3）財団医療法人
　　　□　すべての理事及び監事を評議員会で選任

　　　口　すべての評議員を理事会において推薦



3　報酬等の支給基準（規則第30条の35の2第1項第1号ホ）

　　（該当する項目欄の□にチェックすること。）

　　　□　理事、監事及び評議員に対する報酬等について、・支給基準を定めている

支給基準の内容

理　事

監事

評議員

國○　理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給基準
4　経理内容（規則第30条の35の2第1項第1号へ及びト）

区　　　分
医療法人の関係者、株式会社その他営利事業を営む者又は

ﾁ定の個人若しくは団体に対する特別の利益の供与の内容
特別の利益の有無

施設の利用 有　・　無

金銭の貸付け 有　　　無

資産の譲渡 有　・　無

給与の支給 有　・　無

役員等の選任 有　・無

その他財産の運用

yび事業の運営
有　・無



5　遊休財産（規則第30条の35の2第1項第1号チ及び第2項）
厘llハ』ノ土WLハ」刀　　小

区　　　　　　　　分 金　　　　　額

A　資産の総額
円

B　純資産の額
円

C　純資産の額の資産の総額に対する割合（B／A×100） ％

D　控除対象財産の帳簿価額（イから尺までの合計額） 円

イ　本来業務の用に供する財産 円

ロ　附帯業務の用に供する財産 円

ハ　収益業務の用に供する財産 円

ニイからハまでに掲げる業務を行うために保有する財産 円

ホ　減価償却引当特定預金 円

へ特定事業準備資金
円

E　遊休財産額（（A－D）×C） 円

F　事業費用の額
円

翻○　直近に終了した会計年度の貸借対照表及び損益計算書（新たに社会医療法人の認定を受けようとする場合に限
　る。）



6　保有財産（規則第30条の35の2第1項第1号リ）

区　　　分 具体的な　内　容
他の団体の意思決

閧ﾖの関与の有無

株　　式’ 有　・　無

出　　資 有　・　無

社団法人の社員権 有　・　無

組合契約 有　・無

信　　託■ 有　・　無

外国の法令に基づく

燻Y
有　・　無

7　法令違反（規則第30条の35の2第1項第1号ヌ）

区　　　分 具体的な　内　容 事実の有無

法令違反 有　・無

勧告に反する開設、

搶ｰ、種別変更
有　・鉦@　　ノ“、　　　　　，

帳簿書類の隠ぺい、

a 有無

その他公益に反する

鮪ﾀ
有　・無



r公的な運営に関する要件に該当する旨を説明する書類（運営）」の記載要領

1　「1　運営組織」
（、）r理事、監事、社員及び評議員に関する明細表」（書類付表・）の記載内容に基づき洛欄を記載る

　　こと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘
（2）r最も人数の多い他の同一団体のグノレープの人数」欄には、民法（明治29年法律第89号）第34条

　の規定により設立された法人又は医師会、医会及び学会等の医学若しくは医術又は公衆衛生に関する学

　術団体であって法人格を有するもの（医自而以外をその構成員とするものを除く・）（以下「公益法人等」

　　という。）を除く他の同一団体のグループの人数を記載すること。

2　「2　役員等の選任方法」

　　該当する項目欄のロにチェックすること。

3　　「3　報酬等の支給基準」

　　該当する項目欄のロにチェックすること。

　　支給基準を定めている場合には、その内容を記載し、当該支給基準を添付すること・

4　「4　経理内容」
（・）r医療法人の関係者、株式会社その他営利事業を営む者又1ま特定の個人若しくは団｛有に対する特劉j鰯

　　益の供与の内容」欄には、r経理等に関する明細表」（書類付表2）の記載内容に基づき・次のよっに記

　　載すること。

　　①「施設の利用」欄
　　　　医療法人の関係者、株式会社その他営利事業を営む者又は特定の1固人若しくは団体が医療法人の施

　　　設を利用している場合に、その利用状況の内容を記載すること・

　　②「金銭の貸付け」欄
　　　　医療法人の関係者、株式会社その他営利事業を営む者又は特定の1固人若しくは団体に金銭を貸し付

　　　けている場合に、その貸付けの内容を記載すること。

　　③r資産の譲渡」欄
　　　　医療法人の関係者、株式会社その他営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体に資産を譲渡し

　　　た場合に、その譲渡の内容を記載すること。

　　④「給与の支給」欄
　　　　医療法人の関係者、株式会社その他営利事業を営む者又は特定の1固人若しくは団体に対し支給して

　　　いる給与について、その支給の内容を記載すること・

　　⑤　　「役員等の選任」欄
　　　　医療法人の関係者、株式会社その他営利事業を営む者又は特定のf固人若しくは団体が理事監事・

　　　社員又は評議員に選任された場合に、その選任状況の内容を記載すること。

　　⑥「その他財産の運用及び事業の運営」欄
　　　　医療法人の関係者、株式会社その他営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体からの借用物件・

　　　借入金及び譲受資産等がある場合に・その取引の内容について担掛ること・

　（2）医療法人の関係者とは、次に掲げる者とする。

　　　イ　当該医療法人の理事、監事又は使用人

　　　ロ　当該医療法人が社団医療法人である場合にあっては、その社員



ノ、

ホ

へ
ト

当該医療法人が財団医療法人である場合にあっては、その設立者又は評議員

イからハまでに掲げる者の配偶者及び三親等以内の親族

イからハまでに掲げる者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

イからハまでに掲げる者から受ける金銭その他の財産によって生計を維持しているもの

ホ又はへに掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしているもの

（3）特定の個人又は団体の利益を図る活動を行う者とは、次に掲げる者とする。

　　イ　株式会社その他の営利事業を営む者に対して寄附その他の特別の利益を与える活動（公益法人等

　　　に対して当該公益法人等が行う公益目的の事業又は医学若しくは医術又は公衆衛生に関する事業の

　　　ために寄附その他の特別の利益を与えるものを除く。）を行う個人又は団体

　　ロ　特定の者から継続的に若しくは反復して資産の譲渡、貸付け若しくは役務の提供を受ける者又は

　　　特定の者の行う会員等相互の支援、交流、連絡その他その対象が会員等である活動に参加する者に

　　　共通する利益を図る活動を行うことを主たる目的とする団体

5　「5　遊休財産」

　　一「保有する資産の明細表」（書類付表3）の記載内容に基づき、次のように記載すること。

　①「A資産の総額」欄
　　　　直近に終了した会計年度の貸借対照表に計上する資産の部の合計額を記載すること。ただし、純資

　　産の部に評価・換算差額等の額を計上する場合にあっては、当該評価・換算差額等の額を資産の部の

　　合計額から控除するものとする。

　　②　　「B　純資産の額」欄

　　　　直近に終了した会計年度の貸借対照表に計上する純資産の部の合計額（貸借対照表上の資産の総額か

　　　ら負債の額を控除した額）を記載すること。ただし、評価・換算差額等の額を計上する場合にあっては、

　　　当該評価・換算差額等の額を純資産の部の合計額から控除するものとする。

　　③「C純資産の額の資産の総額に対する割合」欄

　　　　純資産の部の合計額の資産の部の合計額に占める割合（その数に小数点以下一位未満の端数がある

　　　ときは、これを四捨五入する。）を記載すること。

　　④「イ本来業務の用に供する財産」欄

　　　　当該医療法人が開設する病院、診療所又は介護老人保健施設の業務の用に供する財産の帳簿価額を記

　　　載すること。

　　⑤　　「ロ　附帯業務の用に供する財産」欄

　　　　医療法第42条各号に規定する業務の用に供する財産の帳簿価額を記載すること。

　　⑥　　「ハ　収益業務の用に供する財産」欄

　　　　医療法第42条の2第1項に規定する厚生労働大臣が定める収益業務の用に供する財産の帳簿価額

　　　を記載すること。

　　⑦rニイからハまでに掲げる業務を行うために保有する財産」欄

　　　　現に使用されていないが、イからハまでに掲げる業務のために使用されることが見込まれる財産の

　　　帳簿価額（業務の用に供するまでに発生する請負前渡金及び建設用材料部品の買入代金等を含む。）を

　　　記載すること。

　　⑧rホ減価償却引当特定預金j欄

　　　　イからハまでに掲げる業務を行うための財産の取得又は改良に充てるために保有する資金として、

　　　直近に終了した会計年度の貸借対照表に計上する「減価償却引当特定預金」の額を記載すること。

　　⑨rへ特定事業準備資金」欄



　　将来の特定の事業（定款又は寄附行為に定められた事業に限る。）の実施のために特別に支出（引当

　金に係る支出及びホの資金を除く。）する費用に係る支出に充てるために保有する資金として・直近に

　終了した会計年度の貸借対照表に計上するrOO事業特定預金」の合計額を記載すること・

⑩「E遊休財産額」欄
　　直近に終了した会計年度の貸借対照表に計上する資産の総額から控除対象財産の帳簿価額の合計額

　を控除した額に、純資産の額の資産の総額に対する割合を乗じて得た額（その数に小数点未満の端数

　があるときは、これを四捨五入する。）を記載すること・

6　「6　保有財産」

　　①　　「株式」欄

　　　　医療法人が株式を保有している場合に、その内容を記載すること。

　　②　　「出資」欄

　　　　医療法人が特別の法律により設立された法人の発行する出資に基づく権利を保有している場合に・

　　　その内容を記載すること。

　　③「社団法人の社員権」欄
　　　　医療法人が合名会社、合資会社、合同会社その他の社団法人の社員権を保有している場合に・その

　　　内容を記載すること。

　　④「組合契約」欄
　　　　医療法人が民法第667条第1項に規定する組合契約、投資事業有限責任組合契約に関する法律（平

　　　成10年法律第90号）第3条第1項に規定する投資事業有限責任組合契約又は有限責任事業組合契

　　　約に関する法律（平成17年法律第40号）第3条第1項に規定する有限責任事業組合契約に基づく

　　　権利を保有している場合に、その内容を記載すること。

　　⑤　　「信託」欄

　　　　医療法人が信託契約に基づく委託者又は受益者としての権利を保有している場合に・その内容を記

　　　載すること。

　　⑥　「外国の法令に基づく財産」欄
　　　　医療法人が外国の法令に基づく財産であって、①から⑤までに掲げる財産に類するものを保有して

　　　いる場合に、その内容を記載すること。

7r7　法令違反」
　　　r法令違反」欄には、直近の3会計年度において、次に掲げる事実がある場合に・その内容を記載す

　　ること。

　　　イ　医療に関する法律に基づき医療法人又はその理事長が罰金刑以上の刑事処分を受けた場合

　　　ロ　医療法人の開設する医療機関に対する医療監視の結果、重大な不適合事項があり1都道府県知事

　　　　から改善勧告が行われたが是正されない場合

　　　ノ＼医療法第30条の11の規定に基づく都道府県知事の勧告に反する病院の開設・増床ヌは病床種

　　　　別の変更が行われた場合

　　　二　医療法人の業務若しくは会計が法令、法令に基づく都道府県知事の処分・定款若しくは寄附行為

　　　　に違反し、又はその運営が著しく適正を欠くと認められた場合であって・医療法第64条第1項の

　　　　必要な措置をとるべき旨の命令若しくは第2項の業務の全部若しくは一部の停止の命令ヌ・は役員の

　　　　解任の勧告が発せられた場合

　　　ふ　その他イから二までに相当する医療関係法令についての重大な違反事実があった場合



（書類付表1）

理事、監事、社員及び評議員に関する明細表

区　　分 氏　　　名 親族等の関係 職　　　業 法人格の有無

有　・無

有　・無

有　・無

有　・無

有　・無

有　・無

有　・無

有　・無

有　・無

有　・　無

有　・　無

有　・無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有，・無

有　・　無

有　・　無

有　・無

有　・　無

有　・無

有　・無

有　・無

有　・無

有　・無

有　・無

有　・無

有　・無

有　・無

有　・無

有　・無

有　・無

有　・無



　　　　　　　r理事、監事、社員及び評議員に関する明細表」（書類付表1）の記載要領

（、）理事、監事、社員及び評議員（以下r社員等」という・）について・申請時に就任してし’るすべての者

　を、それぞれ別葉に記載すること。
（2）r区分」欄には、社員等のいずれかを記載すること・なお・役糀（理事長等）を記鮒ること・

（3）r親族等の関係」欄には、社員等のそれぞれについて、それぞれのグノレープの中で親族関係瀕する者

及び特殊の関係がある者がいる駝に、その旨（例えば・○○の配偶者・△△の使用人等）を記載する

　こと。
　　なお、親族関係を有する者及び特殊の関係がある者とは・次に掲げる者をv’う・

　　イ　社員等の配偶者及び三親等以内の親族

　　。社員等と棚の届出をしていないが事実上翻関係と同様の事情にある者

　　，、社員等の使用人及び使用人以外の者で当該社員等から受ける金銭その他の財産によって生計を維

　　　持しているもの
　　ニ　ロ又はハに掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしているもの

（4）r職業」欄には、当該医離人における役職等及び当該医離人以外の勤務先又は所属している学術団

体等の名称並びに役職等をすべて具｛本的に（例えば当法人・・病院院長…会社社長・○○事務所事

務員、・・医師会会員等）記載し、当該勤務先又は学術団体等にかかる法人格の有無について「法人格

　の有無」欄に記載すること。



（書類付表2）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　経理等に関する明細表

1　医療法人の関係者等の施設の利用明細

区　　分
関係者等の

＊ｼ又は名称
特殊の関係 内　　　容 利用年月日 利用料金

施設の貸与

そ　の　他

2　医療法人の関係者等に対する貸付金の明細

貸付先の氏名又は名称 貸付金現在高 貸付当初の元本 貸付当初の年月日

利率 年間の受取利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係

貸付先の氏名又は名称 貸付金現在高 貸付当初の元本 貸付当初の年月日

利率 年間の受取利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係

3　医療法人の関係者等に対する譲渡資産の明細

譲渡先の氏名又は名称 譲渡資産の種類 地目、構造、規格等 面積数量

譲渡年月日 譲渡価額 特殊の関係 備考

譲渡先の氏名又は名称 譲渡資産の種類 地目、構造、規格等 面積数量

譲渡年月日 譲渡価額 特殊の関係 備考



4　医療法人の業務に従事している関係者等である従業員の明細
匡1景広人Uノ朱イ刎一枇申し㌧し矧天」1ホ咽寸w川 1ハ’」小ン「ζ

氏　　名 職務内容 就職年月日
常勤又は

�寀ﾎの別

社員等

ﾆの関係

給与の支給

ﾌ　有　無

有　　無

有　・無

有　・無

有　・無

有　　無

有　・無

有　　　無

有　・無

有　・　無

有　・無

5　その他
（1）医療法人の関係者等からの借用物件の明細
1ノ陸原広人Uノ関係相可1」つw旧用丁川下 ノワJ　I四

貸主の氏名又は名称 物件名 地目、構造、規格等 面積数量 用途

借用年月日 借欄間 賃借料 特殊の関係 備考

貸主の氏名又は名称 物件名 地目、構造、規格等 面積数量 用途

借用年月日 借用期間 賃借料 特殊の関係 備考

（2）医療法人の関係者等からの借入金の明細
∠ノ陸ヲ景広八∪ノ朕i11ボ’日マ「1」つw旧ハ坐！ワ川円

債権者の氏名又は名称 借入金現在高
借入当初の元本 借入当初の年月日

利率 年間の支払利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係

債権者の氏名又は名称 借入金現在高 借入当初の元本 借入当初の年月日・

利率 年間の支払利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係



（3）医療法人の関係者等からの譲受資産の明細

譲受先の斥名又は名称 譲受資産の種類 地目、構造、規格等 面積数量

譲受年月日 譲受価額 特殊の関係 備考

譲受先の氏名又は名称 譲受資産の種類 地目、構造、規格等 面積数量

譲受年月日 譲受価額 特殊の関係 備考

一

（4）医療法人の関係者等が社員等となっている他の法人の明細’

関係者等

ﾌ氏名
特殊の
ﾖ　　係

医療法人の関係者等が社員等となっている他の法人の明細

法人名 所在地 代表者名 取引状況 役職等

（5ラその他財産の運用及び事業の運営

医療法人の関係者等

ﾌ氏名又は名称

目
バ 体 的 な 内 容



r申請者の経理等に関する明細表」（書類付表2）の記載要領

1　各欄共通

　　　医療法人の関係者等とは、次に掲げる者とする。

　　イ　当該医療法人の理事、監事又は使用人

　　ロ　当該医療法人が社団医療法人である場合にあっては・その社員

　　，、当該医療法人が財団医療法人である場合にあっては、その設立者又は評議員

　　ニ　イからハまでに掲げる者の配偶者及び三親等以内の親族

　　ホ　イからノ、までに掲げる者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

　　ヘ　イからハまでに掲げる者から受ける金銭その他の財産によって生計を維持しているもの

　　ト　ホ又はへに掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしているもの

　　チ　株式会社その他の営利事業を営む者に対して寄附その他の特別の利益を与える活動（公益法人等に

　　　対して当該公益法ノ、等が行う公益社団法人及舩翻団法人の認定等に関する法律第2条第4号に規

　　　定する公益目的事業又は医学若しくは医術又は公衆衛生に関する事業のために寄附その他の特別の利

　　　益を与えるものを除く。）を行う個人又は団体

　　リ　特定の者から継続的に若しくは反復して資産の譲渡、貸付け若しくは役務の提供を受ける者又は特

　　　定の者の行う会員等相互の支援、交流、連絡その他その対象が会員等である活動に参加する者に共通

　　　する利益を図る活動を行うことを主たる目的とする団体

2　「1　医療法人の関係者等の施設の利用明細」

①申請時における医療法人の関係者等について、次の区分に応じて記載すること・

　　イ医療法人の関係者等に対して、医療法人の土地、建物等の物件を賃貸（無償で使用させている±駝

　　　を含む。）している場合には、r施設の貸与」欄にその内容を記載すること・

　　。医療法人の関係者等に対して、上記以外に当該医療法人の鰍を利用させている場合には・「その他」

　　　欄にその内容を記載すること。
②r特殊の関係」欄には、使用者が理事長であればr理事長」と・理事の配偶者であれば「理事○○の

　　　配偶者」と、株式会社その他の営利事業を営む者又1ま特定の個人若しくは団体の利益を図る活動を行

　　　う者であればその個人名又は団体名を記載すること・

③r内容」欄には、その施設の利用状況（例えば、社宅として建物を貸与・他の法人（会社）の事務室

　　　等）を記載すること。
④r利用年朋」欄には、その施設の利用年朋・（例えば・社宅の貸与の胎等には利用期間）を記載

　　　すること。

3　「2　医療法人の関係者等に対する貸付金の明細」

①　医療法人の関係者等に対する貸付金がある場合に記載すること。

②この表の記載は、貸付先の異なるごとに記載すること。

③　貸付金現在高は、直近に終了した会計年度の末日現在の金額を記載すること。

④貸付当初の元本は、貸換えにより継続しているものについては・当初の金額を記載すること・

⑤r特殊の関係」欄には、貸付の相手方が理事長であればr理事長」と淫事の配偶者であれば「理事

　　○○の配偶者」と、株式会社その他の営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体の利益を図る活動

　　を行う者であればその個人名又は団体名を記載すること・



4　　「3　医療法人の関係者等に対する譲渡資産の明細」

①　直近に終了した3会計年度において、医療法人の関係者等（譲渡時に医療法人の関係者等であった者

　　を含む。）に対して、医療法人の土地、建物、医療機械器具等の主要な資産の譲渡がある場合に記載する

　　こと。

②　　「特殊の関係」欄には、貸付の相手方が理事長であれば「理事長」と、理事の配偶者であれば「理事

　　○○の配偶者」と、株式会社その他の営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体の利益を図る活動

　　を行う者であればその個人名又は団体名を記載すること。

5　　「4　医療法人の業務に従事している関係者等である従業員の明細」

①申請時の従業員（医療法人の業務に従事している社員等（理事、監事、社員及び評議員をいう。以下

　　同じ。）のうち、医療法人の関係者等について記載すること。

②　　r職務内容」欄には、現在の担当している職務の内容（例えば、副院長、内科部長、事務長等）を記

　載すること。

③　　「社員等との関係」欄には、医療法人の社員等との関係（例えば、その者が理事長であれば「理事長」

　　と、理事の配偶者であればr理事○○の配偶者」と、株式会社その他の営利事業を営む者又は特定の個

　　人若しくは団体の利益を図る活動を行う者であればその個人名又は団体名等）について記載すること。

6　「5　その他」の「（1）医療法人の関係者等からの借用物件の明細」

①直近に終了した会計年度の末日現在において、医療法人の関係者等から土地、建物、医療機械器具等

　　の物件を賃借（無償で使用している場合を含む。）している場合に記載すること。

②　　r特殊の関係」’欄には、貸主が理事長であればr理事長」と、理事の配偶者であればr理事○○の配

　　偶者」と、株式会社その他の営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体の利益を図る活動を行う者

　　であればその個人名又は団体名を記載すること。

③「備考」欄には丸賃借に際し、権利金、敷金の支払の有無及びその支払金額を記載すること。

7　「5その他」の「（2）医療法人の関係者等からの借入金の明細」

①　医療法人の関係者等からの借入金がある場合に記載すること。

②この表の記載は、債権者の異なるごとに記載すること。

③　借入金現在高は、直近に終了した会計年度の末日現在の金額を記載すること。

④借入当初の元本は、借換えにより継続しているものについては、当初の金額を記載すること。

⑤　　r特殊の関係」欄には、債権者が理事長であればr理事長」と、理事の配偶者であればr理事○○の

　　配偶者」と、株式会社その他の営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体の利益を図る活動を行う

　　者であればその個人名又は団体名を記載すること。

8　「5その他」の「（3）医療法人の関係者等からの譲受資産の明細」

①直近に終了した3会計年度において、医療法人の関係者等（譲渡時に医療法人の関係者等であった者

　　を含む。）から、医療法人に対して土地、建物、医療機械器具等の主要な資産の譲受がある場合に記載す

　　ること。

②　　r特殊の関係」欄には、譲受の相手方が理事長であればr理事長」と、理事の配偶者であればr理事

　　○○の配偶者」と、株式会社その他の営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体の利益を図る活動

　　を行う者であればその個人名又は団体名を記載すること。



g　r5その他」のr（4）医療法人の関係者等が社員等となっている他の法人の明細」

①申請時において、医療法人の関係者等が社員等（従業員を含む。）となっている他の法人がある場合に・

　その明細を記載すること。

②　　r特殊の関係」欄には、当該関係者等が理事長であればr理事長」と、理事の配偶者であれば「理事

　○○の配偶者」と、株式会社その他の営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体の利益を図る活動

　　を行う者であればその個人又は団体名を記載すること。

③「取引状況」欄には、当該他の法人と申請医療法人との取引の状況（例えば、病院の清掃を請け負う

　等）を記載すること。

④r役職等」欄には、他の法人における当該関係者等の役職等（例えば、役員、従業員等）を記載する

　　こと。

10　r5その他jの，r（5）その他財産の運用及び事業の運営」

　　　申請時において、上記以外に財産の運用及び導業の運営に関し、医療法人の関係者等が利益を受けて

　　いる場合に、その内容を記載すること。



（書類付表3）

保有する資産の明細表

1　総括表

区　　　分
業務の用に

氓ｷる財産
保有財産

減価償却引

俣ﾁ定預金

特定事業

�備資金
その他め財産

流動資産 円i 円

現金及び預金 円

事業未収金 円1
一，く　　’ 円

有価証券 円

たな卸資産 円 円

前渡金 円 円

前払費用 円
～

円

繰延税金資産 円 円

その他の流動資産 円 円

固定資産 円 円 円 円 円

有形固定資産 円 円 円

建物 円 円 円

構築物 円 円． 円

医療用器械備品 円 円．
一一一1と．

円

その他の器械備品 円 円 円

車両及び船舶 円 円1 円

土地 円 円・ 円

建物仮勘定 円一 円

その他の有形固定資産 円 円 1一：一 円

無形固定資産 円 円 円

借地権 円 円 円

ソフトウエア 円 円 円

その他の無形固定資産 円 円 円

その他の資産 円・ 円 円 円

有価証券 b
円

長期貸付金 円

役職員等長期貸付金 円

長期前払費用 円 円

繰延税金資産 円’ 円

減価償却引当特定預金 円一

○○事業特定預金 円！

その他の固定資産 円
1膿～

円

資産合計 ①　　　円 ②　　　円 ③　　　円 ④　　　円 円

（記載上の注意事項）

○　直近に終了した会計年度の貸借対照表に計上する資産について記載すること。

○　表中の科目については貸借対照表に合わせ、必要な科目の追加又は不要な科目の削除を行うこと。



2　業務の用に供する財産の明細
禾伽W用Mハソωハ」圧）ノ㌧q欄
　　　　　施設名（事業名）

謨ｪ
合　　　計

流動資産 円 円 円 円

事業未収金 円 円 円 円

たな卸資産 円 円 円 円

前渡金 円 円 円 円

前払費用 円 円 円 円

繰延税金資産 円 円 円 円

その他の流動資産 円 円 円 円

固定資産 円 円 円 円

有形固定資産 円 円 円 円

建物 円 円 円 円

構築物 円 円 円 円

医療用器械備品 円 円 円 円

その他の器械備品 円 円 円 円

車両及び船舶 円 円 円 円

土地 円 円 円 円

その他の有形固定資産 円 円 円 円

無形固定資産 円 円 円 円

借地権 円 円 円 円

ソフトウエア 円 円 円 円

その他の無形固定資産 円 円 円 円

その他の資産 円 円 円 円

長期前払費用 円 円 円 円

繰延税金資産 円 円 円 円

その他の固定資産 円 円 円 円

資産合計 ⑤　　　　　円 円 円 円

（記載上の注意事項）

○　直近に終了した会計年度の貸借対照表に計上する資産について・開設する施設毎に綿載（同一施設内において

　複数の事業を行っている場合にあっては、主たる事業については施設名・その他については事業名を記載）する

　こと。

○　表中の科目については貸借対照表に合わせ、必要な科目の追加又は不要な科目の削除を行うこと・

　　ただし、現金、預金、有価証券、建物仮勘定、貸付金その他これに類する資産については追加しないこと。

○　⑤が①と一致すること。



3　保有財産の明細

保有財産（使用目的） 使用予定年月日 取得年月日 取得価額
保有財産の

｠簿価額

円 円

円 円

円 円

円 円

t

円 円

円 円

合　　　　計 一　　　｛ 一
円 ⑥　　　　　円

（記載上の注意事項）

○　⑥が②と一至動ずること。

4　減価償却引当特定預金の明細

当該資金の目的
財産の取得又は

�ﾇの予定年度

左記の予定年度

ﾉ必要な最低額
減価償却累計額

減価償却引当特定

a金の帳簿価額

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

合　　　　　計 一
円 円 ⑦　　　　　円

（記載上の注意事項）

○⑦が③と一致すること。

5　特定事業準備資金の明細

当該資金の目的
特定事業の開始

¥定年度

左記の予定年度

ﾉ必要な最低額

毎会計年度に

ﾏみ立てる額

特定事業準備資金

ﾌ帳簿価額

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 ．円 円

円 円 円

円 円 円

合　　　　計 一
円 円 ⑧　　　　　円

（記載上の注意事項）

○⑧が④と一致すること。

○　当該資金の目的毎に必要な最低額に関する合理的な算定根拠について、「特定事業準備資金の明細の別紙」（任

　意の様式）を作成し、併せて提出すること。（なお、当該別紙についても閲覧文橡であること）



6土地の明細土地ω明示出

住　　　　所 総面積 内借地の面積 内　自地の面積 用途の区分

㎡ ㎡ ㎡

㎡ 一㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡

7 建物ω明醐
区　　　分 構造の概要 総面積 自家・借家 用途の区分 用途別の面積

㎡

㎡ ㎡

㎡

㎡

㎡ ㎡

㎡

㎡

㎡ ’㎡

㎡

8　医療用器械備品の明細医療用益微偏叩ω明制
品　　　　　名 規　　　格 数量 単価 自用・借用 用途の区分

，軋



「保有する資産の明細表」（書類付表3）の記載要領

1　「1　総括表」、「2　業務の用に供する財産の明細」、「3　保有財産の明細」、「4　減価償却引当特定

預金の明細」、「5　特定事業準備資金の明細」

①総括表の「業務の用に供する財産」欄及び「2業務の用に供する財産の明細」は、次に掲げるもの

　　を記載すること．

　　　「2　業務の用に供する財産の明細」は施設毎に記載し、「施設名」欄に当該施設名（本来業務を行う

　施設で附帯業務又は収益業務も行う場合にあっては、当該附帯業務又は収益業務に係る事業名）を記載

　すること。

　イ　当該医療法人が開設する病院、診療所又は介護老人保健施設の業務の用に供する財産の帳簿価額

　　ロ　医療法第42条各号に規定する業務の用に供する財産の帳簿価額

　ハ　医療法第42条の2第1項に規定する厚生労働大臣が定める収益業務の用に供する財産の帳簿価額

②　総括表の「保有財産」欄及び「3　保有財産の明細」は、次に掲げるものを記載すること。

　　　「3　保有財産の明細」は保有財産の種類毎に記載し、「保有財産」欄にその種類と当該財産の使用目

　　的（例えば、土地（病院）、建物（診療所）等）を記載すること。

　　二　現に使用されていないが、イからハまでに掲げる業務のために使用されることが見込まれる財産の

　　帳簿価額（業務の用に供するまでに発生する請負前渡金及び建設用材料部品の買入代金等を含む。）

③総括表のr減価償却引当特定預金j欄及びr4減価償却引当特定預金の明細」は、次に掲げるもの

　　を記載すること。

　　　「4　減価償却引当特定預金の明細」は、当該資金の目的毎に記載すること。

　　ホ　イからハまでに掲げる業務を行うための財産の取得又は改良に充てるために保有する資金として、

　　　直近に終了した会計年度の貸借対照表に計上する「減価償却引当特定預金」の額

④総括表のr特定事業準備資金」欄及びr5特定事業準備資金の明細」は、次に掲げるものを記載す

　　ること。

　　　「5　特定事業準備資金の明細」は、当該資金の目的毎に記載すること。

　　へ　将来の特定の事業（定款又は寄附行為に定められた事業に限る。）の実施のために特別に支出（引当

　　　金にかかる支出及びホの資金を除く。）する費用に係る支出に充てるために保有する資金として、直近

　　　に終了した会計年度の貸借対照表に計上する「○○事業特定預金」の額

2　　「6　土地の明細」

①医療法人が所有する土地（借地を含む。）を住所毎に記載すること。

②「総面積」欄には、その土地の総面積を記載すること。

③r内借地の面積」欄及びr内自地の面積」欄には、その土地の借地に係る面積及び医療法人が所

　　有する土地に係る面積をそれぞれ記載すること。

④r用途の区分」欄には、その土地の用途の異なるごとに、その用途（例えば、○○病院、○○診療所、

　　介護老人保健施設○○、医師住宅等）を記載すること。

3　　「7建物の明細」

①　　r区分」欄には、建物（借家を含む。）の棟等の異なるごとに、その建物の名称（例えば、本館、第1

　　外来診療棟、第1病棟等）を記載すること。

②r構造の概要」欄には、その建物の構造の概要（例えば鉄筋コンクリート3階建、木骨モルタル造



　2階建等）を記載し、耐震構造を有する場合はr（耐震）」を記載すること。

　　なお、耐震構造を有する場合とは、昭和56年6月1目以降に建築確認を受けた建物であるか・昭和

56年5月3、日以前に建築された建物であっても、建築基準法（昭和56年6月・日施行令改正）1こ

基づく耐震基準を満たしている駝や耐震ネ甫強工事等により新耐震基準を満たしているものをいう・

③r総面積」欄には、その建物の延べ面積を記載すること・

④r自家・借家」欄には、r自家」又はr借家」と記載すること・

⑤r用途の区分」欄には、その建物の用途の異なるごとに、その用途（例えば診察室・処置室・臨床

　検査施設、エックス線診療室、調剤所、病室、医師住宅等）を記載すること。

⑥「用途別の面積」欄には、その建物の用途別の延べ面積を記載すること。

4　　「8　医療用器械備品の明細」

①　医療法人が所有する主要な医療用器械備品（借用を含む。）を器械毎に記載すること。

②r単価」欄には、その舗の直近に終了した会計年度における帳簿価額（借用の駝は・その舗の

　　直近に終了した会計年度における年間賃借料）を記載すること・

③r自用・借用」欄には、r自用」又はr借用」と記載すること・

④r用途の区分」欄には、その嶽の用途（例えば診察室・処置室・臨床検醜設・エックス線診療

　　室、調剤所、病室等）を記載すること。



添付書類7

　公的な運営に関する要件（医療法第42条の2第1項第6号）に該当する旨を説
明する書類（事業）

申請者名 印

住 所

以下のとおり相違ありません。

1　収入金額（規則第30条の35の2第1項第2号イ）

病院、診療所及び介
区　　　分

支払基金等から 患者から受けた
収入金額計

診療

護老人保健施設等名 受けた収入金額 収　入金額 割合

社会保険診療 円 円 円 ％
一　　一　　一　　一　　睡　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　再　　輯　　一　　一 一　　一　　－　尋　　一　　一　　一　　，　　曹　　一　　一　　一　　』　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　料　　甲 』　　　晶　　　一　　　一　　　一　　　一　　　』　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　・　　　一　　　一　　　一　　　響　　　一　　　・　　　一　　　一　　　一 一　　一　　一　　一　　・　　一　　一　　嚇　　一　　督　　一　　一　　』　　一　　臨　　一　　ト　　r　　一　　一　　一　　一　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　｝　　－　　暑　　一　　一

労災保険診療
一　　一　　一　　，　　－　　騨　　，　　A　　，　　一　　一　　一　　・　　一　　・　　響　　一 一　　一　　一　　臨　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　暑　　－　　一　　一　　一　　一　　－　　一　　一　　一　　一 一　　一　　－　　一　　一　　一　　雫　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　　一　　一　　一　　一　　一　　・　　一　　一　　－ 一　　辱　　一　　，　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　■　　一　　一　　督　　層　　』　　一　　一　　一　　一　　一　　－ ，　　輯　　一　　一　　－　　一　　一　　一　　一　　一　　』

健康診査
一　　一　　辱　　一　　『　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一 一　　一　　r　　一　　一　　一　　“　　一　　響　　r　　，　　』　　，　　一　　一　　－　　－　　一　　一　　－　　一　　喜　　一 帰　　駒　　雫　　甲　　一　　一　　一　　督　　一　　一　　～　　ト　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　辱　　一　　一 一　　一　　・　　一　　－　　“　　辱　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　甲　　，　　一　　●　　一　　晶 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　申　　r

助産一　　・　　一　　一　　一　　一　　華　　一　　“　　琳　　雫　　一　　一　　一　　・　　一　　一

ｻの他
一　　一　　一　　一　　，　　』　　一　　，　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　量　　一　　輪　　一　　』 一　　，　　一　　・　　，　　一　　一　　一　　層　　騨　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　－　　一　　一　　一　　一　　，　　一 ，　　臨　　一　　甲　　一　　，　一　　一　　一　　』　　一　一　　帰　　昌　一　　一　一　　一　一　一　，　一　　一 一　　一　　｝　　齢　　再　　一　　層　　一　　』　　r　　響

計

社会保険診療
一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　－　　響　　一　　，　　一　　一　　一　　・ 』　　一　　・　　一　　A　　一　　一　　，　　・　　一　　一　　一　　‘　　ロ　　ロ　　骨　　，　　－　　A　　，　　一　　一　　i 』　　昌　　畠　　軸　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　響　　，　　甲　　ロ　　一　　ロ　　，　　・　　－　　，　　一 一　　一　　一　　，　　一　　一　　一　　一　　－　　鼻　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　－　　一　一　　， 一　　一　　一　　喜　　－　　一　　辱　　甲　　一　　一　　一

労災保険診療
一　　一　　一　　一　　』　　一　　口　　騨　　軸　　一　　一　　“　　一　　軸　　一　　一　　－ 一　　一　　一　　一　　－　　臨　　一　　一　　，　　一　　一　　甲　　一　　一　　軸　　r　　一　　｝　　一　　一　　一　　一　　一 層　　一　　一　　－　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　暑　　一　　－　　一　　一　　“　　P　　一　　一　　昌　　ロ　　・　　輯 甲　　一　　一　　甲　　『　　一　　一　　一　　一　｝　　再　，　　一　　一　　一　　一　　一　“　一　－　　●　一　　齢 一　　一　　一　　し　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　，

健康診査
甲　　，　　一　　一　　響　　一　　響　　“　　一　　甲　　一　　，　　・　　畠　　甲　　し　　昌 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　“　　一　　一　　轄　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　響 ロ　　一　　畠　　一　　－　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　昌　　●　　一　　一　　甲　　一　　一　　一　　昌 一　　一　　，　，　一　　騨　一　　一　　一　　，　　一　　一　　辱　　“　　甲　　一　　一　　一　　』　　』　　畠　　一　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　軸

助産甲　　昌　　一　　一　　．　　一　　－　　一　　輌　　督　　一　　一　　一　　一　　ロ　　一　　一

ｻの他
－　　一　　層　　甲　　一　　－　　一　　，　　－　　一　　，　　一　　一　　一　　一　　－　　－　　一　　一　　一　　一　　一　　一 一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　層　　　響　　　一　　　一　　　，　　　一　　　，　　　一　　　一　　　一　　　一　　　，　　　一　　　，　　　一　　　騨　　　一　　　一 一　　・　　一　　｝　　一　　一　雫　　一　一　　一　　一　　雫　　一　　一　　一　　一　　－　　一　　一　　一　　－　－　　r 一　　一　　・　　層　　一　　－　　一　　－　　一　　一　　一

計

社会保険診療
一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　－　　一　　，　　一　　『　　一　　一　　－　　一 鞠　　一　　甲　　轄　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　，　　軸　　一　　一　　一　　量　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一 一　　－　　一　　』　　一　　一　　一　　r　　甲　　岬　　“　　一　　｝　　夢　　軸　　－　　甲　　一　　・　　｛　　．　　一　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　辱　　甲　　i　　辱　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　－　　一　　一　　一　　畠 壷　　一　　一　　』　　甲　　－　　一　　一　　一　　一　　｝

労災保険診療
一　　輯　　癖　　一　　一　　輯　　一　　輯　　一　　一　　一　　一　　一　　臨　　，　　一　　， 一　　一　　一　　一　　甲　　一　　－　　甲　　・　　一　　－　　・　　一　　幅　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　輯 一　　一　　一　　一　　層　　響　　一　　・　　一　　一　　一　　一　　一　　・　　一　　一　　一　　¶　　一　　一　　，　　－　　一 』　一　一　・　・　一　一　一　－　一　一　一　一　一　一　一　一　輯　，　一　・　一　一 －　　一　　－　　一　　一　　一　　一　　昌　　ロ　　輯　　一

健康診査
⇔　　帰　　頼　　一　　r　　鼻　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　，　　一　　一　　層　　・ 軸　　7　　・　　“　　一　　一　　申　　一　　．　　一　　一　　一　　，　　一　　一　　－　　一　　一　　・　　一　　一　　一　　一 一　　一　　一　　“　　一　　r　　一　　輯　　“　　』　　一　　一　　一　　響　　一　　一　　一　　一　　輌　　－　　｝　　輪　　一 一　　一　　一　　一　暑　　一　　一　　一　　一　　一　　響　　響　　一　　一　　壷　　量　　一　　一　　一　一　　雫　一　　， 一　　軸　　，　　一　　一　　一　　軸　　輪　　一　　一　　』

助産一　　一　　－　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　響　　一　　一　　・　　一　　一　　－　　一

ｻの他
一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　－　　一　　一　　¶　　一　　軸　　蒔　　一　　，　　一　　畠　　一　　一　　－　　一 一　　一　　一　　軸　　一　　一　　ロ　　一　　“　　“　　一　　昌　　．　　－　　一　　一　　輪　　一　　輯　　－　　蒔　　嚇　　一 一　一　一　一　一　一　一　一　一　戦　一　一　一　一　辱　一　響　一　一　一　一　，　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　－　一　　鮮

計

社会保険診療 ① ⑥
一　　辱　　一　　一　　“　　一　　一　　昌　　一　　一　　一　　・　　一　　甲　　一　　一　　一 ．　　一　　層　　一　　響　　』　　一　　一　　』　　一　　一　　一　　層　　』　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　辱　　一　　一 一　　，　　一　　一　　』　　一　　一　　ロ　　一　　－　　一　　一　　・　　一　　一　　響　　一　　一　　曹　　一　　一　　』　　』 －　－　　一　　●　　－　一　　』　　一　　－　　』　一　　し　　一　　一　　一　一　　再　輯　　一　一　●　』　　一 一　　一　　一　　騨　　し　　一　　，　　一　　一　　臨　　一

労災保険診療 ② ⑦
・　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　，　　騨　　一　　一　　一　　一　　“　　曙　　督 一　　一　　響　　一　　一　　一　　一　　一　　－　　，　　，　　曹　　一　　－　　一　　一　　一　　響　　一　　一　　一　　一　　』 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　・　　一　　一　　｛　　一　　層　　一　　』　　一　　』　　尋　　．　　一　　一　　一　　一 挿　　－　　・　　・　　“　一　　畠　　曹　一　　一　　，　　尋　　一　　一　　－　　一　　｝　　一　　一　一　‘　－　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　層　　暑　　一　　唖　　輌

健康診査 ③ ⑧
合　　　　計 一　　一　　一　　一　　甲　　一　　畢　　一　　一　　－　　一　　一　　一　　一　　P　　一　　一 』　　“　　一　　一　　甲　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　，　　一　　一　　一　　一　　一　　，　　，　尋　　一 一　　一　　，　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　響　　－　　，　　』　　し　　一　　一　　一　　畠　　一 一　　一　　一　　・　　・　－　　一　　一　　一　　一　　一　　』　　一　　一　　一　　一　　，　一　　一　　一　●　』　　一 一　　一　　一　　－　　－　　一　　一　　一　　一　　一　　一

助産 ④ ⑨
一　　鱒　　一　　一　　一　　一　　一　　・　　一　　一　　・　　・　　一　　喜　　一　　一　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　辱　　一　　一　　・　　一　　一　　軸　　一　　一　　一　　輪　　一　　－　　一　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　－　　一　　一　　ト　　』　　量　　一　　畠　　一　　坤　　－　　晶　　一 』一　－　一一　一　一　一　●　一　一一　一一　一　一　一　一一　P・』　一 一　　一　　輯　　一　　一　　一　　・　　一　　一　　臨　　一

その他 ⑤

計 100．0％

（記載上の注意事項）

（1）直近に終了した会計年度の診療等について、病院、診療所及び介護老人保健施設等の別に記載すること。

（2）合計①、②、③、④、⑤の合計額が、損益計算書の本来業務事業損益、附帯業務事業損益及び収益業務事業損

　益にかかる事業収益の合計額と一致すること。



2労働者災害補償保険法による患者の診療報酬（規則第3・条の35の2第1項第2号イ！

　　　労働者災論償保険法（昭和22年法律第5・号）に係る患者の診療報酬liが社会保険診療と

　　同＿の基準により計算するか否か、いずれか該当する項目欄の□にチェックすること・

　　　□　同一の基準による

　　　□　同一の基準によらない

3　　　　　　　る収入の明細（規則第30条の35の2第1項第2号イ）
健康診査に係る収人の明綱曳規則弟φ∪末w。 ））ノ乙・』オ7　　’ンく7P

健康保険法一一一一，一‘壷一喜一“一一，，甲一一“一一－一一，昌一輌一一

D員保険法一一一一一障一一膵“一一一一・一－一一一“一一昌甲騨一一一昌一

走ｯ健康保険法一一一．＿＿＿一＿一一＿工．＿＿一一一一一

痩ﾆ公務員共済組合法一一一・一一一一一一甲，．鼎一』，響・一・－－一一一一申一一一

n方公務員等共済組合法一一一，一一一一一－一一一ご一。－一一一一一一一ロー一一－一一

�ｧ学校教職員共済法

　　　　　　　　　　円一＿一＿＿・＿一＿一一一甲一一一一一一一一一一軸一“一一－一一

@　　　　　　　　　円，＿＿一一＿＿＿一一一一一一一一一一一一一一し骨▲－一一一一一

@　　　　　　　　　円一｛＿＿軸一軸一＿一一一一一一一一一一一一一・一一一一“一一一

@　　　　　　　　　円＿一一＿一＿＿＿＿一一一一一一一一一一一一一輯一一一一．一一一

@　　　　　　　　　円一＿＿＿＿一一＿一一一一・一一一一一一一・一一一輯一一一一，一

@　　　　　　　　　　円

学校保健法一一一一一一＿，一一一一一一一一｝一一一，一一一甲－一，一一一

齊q保健法一一＿＿＿一一一＿一一，一一一一一一一一一昌一胃一甲一，甲一一

J働安全衛生法一一一＿一・＿一．，一一一一一一一一一一一，一曹轡，一一一一一

w諶ﾒの医療の確保に関

ｷる法律

　　　　　　　　　　円一一一一－一一一一一，－一一一，一一一一壷一一－一一一一甲一一

@　　　　　　　　　円一，一r一“一一一一一』－一一－，一マ一一，一一一一轄一一一，

@　　　　　　　　　円一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一晶一臨一トー一一一一一

@　　　　　　　　　円

計 円 計 円

健康診査に係る収入合計 ⑩　　　　　　　　円

　（記載上の注意事項）

　○③が⑩と一致すること。

4　　　　　　又　の明細（規則第30条の35の2第1項第2号イ）
助産に係る収人の明酬曳規則弟φ∪禾∪ノO　UW二郎1保刀

」

分娩件数 助産に係る収入金額

自由診療のうち助産にかかる収入 ⑪　　　　　　　件 ⑫　　　　　　　　円

分娩件数（⑪）×50万円
⑬　　　　　　　　円

　（記載上の注意事項〉

　○④が⑫又は⑬の金額のうちいずれ捌氏い方の金額と一致すること。

圃　○　診療報酬規程
5　自費患者に対し請求する金額（規則第30条の35の2第1項第2号ロ）
　　　診療収入について、自費患者に言青求する金額は、社会保険診療と同一の基準により計算する

　　か否か、いずれか該当する項目欄の□にチェッ．クすること・

　　　□　同一の基準による

　　　□　同一の基準によらない



6　経費の額等の明細（規則第30条の35の2第1項第2号ハ）

（記載上の注意事項）

（1）直近に終了した会計年度の診療1こついて・病院診療所及び介護老人保健施講の別に記載すること．

（2）医療診療により収入する金額合計⑭が、損益計算書の本来業務事業損益にかかる事業収益の金額と一致するこ

　と。

（3）患者のために直接必要な経費の額合計⑮が、損益計算書の本来業務事業損益にかかる事業費用の金額と一致す

　ること。

患者のために直接必要な経費の額

病院、診療所及び介

�V人保健施設等名

医療診療により

茁�ｷる金額

@　　　（A）

医師、看護師等

ﾌ給与

医療の提供に要

ｷる費用（投薬

��ﾜむ）

合　　　計

@　（B）

割合
`／B

円 円 円 円 ％

％

％

■　　腎　　～

@合　　　計 ⑭ ⑮ ％

借コ葺」！ハし片丘古吉、



別添3

社会医療法人の定款例

社会医療法人○○会定款

第1章　名称及び事務所

第1条　本社団は、社会医療法人○○会と称する。

第2条　本社団は、事務所を○○県○○郡（市）○○町（村）

　○○番地に置く。

第2章　目的及び事業

第3条　本社団は、病院（診療所、介護老人保健施設）を経営

　し、科学的でかっ適正な医療（及び疾病・負傷等により寝た

　きりの状態等にある老人に対し、看護、医学的管理下の介護

　及び必要な医療等）を普及することを目的とする。

第4条　本社団の開設する病院（診療所、介護老人保健施設）

　の名称及び開設場所は、次のとおりとする。

　（1）○○病院　　○○県○○郡（市）○○町（村）

　（2）○○診療所　○○県○○郡（市）○○町（村）

　（3）○○園　　　○○県○○郡（市）○○町（村）

2　本社団が○○市（町、村）から指定管理者として指定を受

　けて管理する病院（診療所、介護老人保健施設）の名称及び

　開設場所は、次のとおりとする。

備 考

・社会医療法人は、医療法施行

規則（昭和23年厚生省令第50

号）第30条の37に規定する

基金制度を採用することがで

きないため、基金制度を採用

する医療法人が社会医療法人

の認定を受ける場合には、拠

出者に基金を返還し、定款か

　ら基金の章を削除することが

　必要であること。

・医療法人○○会から社会医療

法人○○会への名称の変更に

ついては、登記事項の変更の

登記（組合等登記令（昭和39

年政令第29号）第6条参照）

及び登記事項変更登記完了の

届出（医療法施行令（昭和23

年政令第326号）第5条の12
参照）が必要であること。

・事務所については、複数の事

　務所を有する場合は、すべて

　これを記載し、かつ、主たる

　事務所を定めること。

・病院、診療所又は介護老人保

健施設のうち、開設する施設

を掲げる。（以下、第4条第1

項及び第2項、第5条並びに

第16条第4項において同じ。）

・本項には、地方自治法（昭和

22年法律第67号）に基づいて

行う指定管理者として管理す



（1）○○病院　　○○県○○郡（市）○○町（村）

（2）○○診療所　○○県○○郡（市）○○町（村）

（3）○○園　　　○○県○○郡（市）○○町（村）

3　本社団が○○県知事から社会医療法人として認定を受けて

実施する救急医療等確保事業に係る業務及び病院（診療所）

の名称は、次のとおりとする。

　（1）○○県医療計画に記載された救急医療（○○病院）

　（2）○○県医療計画に記載された災害医療（○○病院）

　（3）○○県医療計画に記載されたへき地医療（○○診療所）

　（4）○○県医療計画に記載された周産期医療（○○病院）

　（5）○○県医療計画に記載された小児救急医療（○○病院）

第5条　本社団は、前条に掲げる病院（診療所、介護老人保健

　施設）を経営するほか、次の業務を行う。

　　　○○看護師養成所の経営

第6条　本社団は、前2条に掲げる業務のほか、次の収益業務

　を行う。

　（1）駐車場業

　（2）料理品小売業

第3章資産及び会計

第7条　本社団の資産は次のとおりとする。

　（1）設立当時の財産

　（2）設立後寄附された金品

　（3）諸種の資産から生ずる果実

　（4）事業に伴う収入

　（5）その他の収入

2　本社団の設立当時の財産目録は、階主たる事務所において備

　え置くものとする。

第8条　本社団の資産のうち、次に掲げる財産を基本財産とす

　る。

る病院（診療所、介護老人保

健施設）の名称及び開設場所

を掲げる。行わない場合には、

掲げる必要はない。（以下、第

16条第4項及び第17条第5項
において同じ。）

・本項には、医療法（昭和23年

法律第205号。以下r法」と

いう。）第42条の2第1項第

4号の規定に基づいて行う救

急医療等確保事業に係る業務

及び法第42条の2第1項第5
号の基準に適合する病院又は

診療所を掲げる。

・当該医療法人が開設する病院

又は診療所のうち、1以上（2

以上の都道府県の区域におい

て病院又は診療所を開設する

医療法人にあっては、それぞ

れの都道府県で1以上）のも

のが、法第42条の2第1項第

　5号の基準に適合しているこ

とが必要であること。

・本条には、法第42条各号の規

定に基づいて行う附帯業務を

掲げる。行わない場合には、

掲げる必要はない。

・本条には、法第42条の2第1

項の規定に基づいて行う収益

業務を掲げる。行わない場合

には、掲げる必要はない。

・不動産、運営基金等重要な資

産は、基本財産とすることが



　（1）前条第1項第1号の財産中の不動産及び金OO万円

　（2）基本財産に編入すべきものとして指定された寄附金品

　（3）前2号に掲げる財産から生ずる果実

2　基本財産は処分し、又は担保に供してはならない。ただし・

　特別の理由のある場合には、理事会及び社員総会の議決を経

　て、処分し、又は担保に供することができる。

第9条本社団の資産は、社員総会で定めた方法によって、理

　事長が管理する。

2　前項の資産のうち、財産の取得又は改良に充てるための資

　金及び次に掲げる将来の特定の事業の実施のために特別に支

　出する費用に係る支出に充てるために保有する特定事業準備

　資金については、他の資金と明確に区分して管理するものと

　する。

　（1）○○病院の病床の増床（平成○○年実施予定）

　（2）診療所の新規開設（平成○○年実施予定）

　（3）訪問看護ステーションの新規開設（平成○○年実施予定）

3　前項の資金は、当該資金の目的である支出に充てる場合を

　除き、取り崩すことができない。ただし、当該資金の目的で

　ある財産を取得せず、若しくは改良しない場合又は事業を行

　わない場合にあっては、理事会及び社員総会の議決を経て・

　取り崩すものとする。

第10条　資産のうち現金は、確実な銀行又は信託会社に預け入

　れ若しくは信託し、又は国公債若しくは確実な有価証券に換

　え保管するものとする。

第11条　本社団の収支予算は、毎会計年度開始前に理事会及び

　社員総会の議決を経て定める。

第12条　本社団の会計年度は、毎年4月1目に始まり翌年3月

　31目に終る。
第13条本社団の決算については、毎会計年度終了後2月以内

　に、事業報告書、財産目録、貸借対照表、損益計算書及び社

　会医療法人の要件に該当する旨を説明する書類（以下「事業

　報告書等」という。）を作成しなければならない。

望ましい。

・財産の取得又は改良に充てる

ための資金及び特定事業準備

資金は、他の資金と明確に区

分して経理されていること。

・特定事業準備資金を保有しな

い場合については、「2　前項

の資産のうち、財産の取得又

　は改良に充てるための資金に

ついては、他の資金と明確に

区分して管理するものとす
　る。」、「3　前項の資金は、当

　該資金の目的である支出に充

　てる場合を除き、取り崩すこ

　とができない。ただし、当該

　資金の目的である財産を取得

　せず、又は改良しない場合に

　あっては、理事会及び社員総

　会の議決を経て、取り崩すも

　のとする。」とする。

・任意に1年間を定めても差し

支えない。（法第53条参照）

・法第54条の2第1項に規定す

る社会医療法人債を発行した

医療法人（以下r社会医療法

人債発行法人」という。）につ

いては、「事業報告書、財産目

録、貸借対照表、損益計算書、

純資産変動計算書、キャッジ

　ュ・フロー計算書、附属明細

　表及び社会医療法人の要件に

　該当する旨を説明する書類



2　本社団は、事業報告書等、監事の監査報告書及び本社団の

定款を事務所に備えて置き、請求があった場合には、正当な

理由がある場合を除いて、これを閲覧に供しなければならな

　い。

3　本社団は、毎会計年度終了後3月以内に、事業報告書等及

び監事の監査報告書を○○県知事（○○厚生局長）に届け出

なければならない。

第14条決算の結果、剰余金を生じたときは、理事会及び社員

　総会の議決を経て、その全部又は一部を基本財産に繰り入れ、

　又は積立金として積み立てるものとし、配当してはならない。

第4章　役員

第15条　本社団に、次の役員を置く。

　（1）理事　6名以上○名以内
　　　　うち理事長1名

　（2）監事　 2名以上○名以内
第16条　理事及び監事は、社員総会において選任する。

2　本社団の役員を選任するにあたっては、理事は6名を、監

　事は2名をそれぞれ下ることがなく、かつ、親族等の数は、

　役員の総数の3分の1を、他の同一の団体の理事等の数は、

　理事及び監事のそれぞれの数の3分の1を超えて含まればな

　らない。なお、監事については、他の役員の親族等が含まれ

　てはならない。

　（以下「事業報告書等」とい

う。）」とする。

・社会医療法人債発行法人につ

いては、「事業報告書等、監事

の監査報告書、公認会計士又

は監査法人の監査報告書及び

本社団の定款」とする。

・社会医療法人債発行法人につ

いては、「事業報告書等、監事

の監査報告書及び公認会計士

又は監査法人の監査報告書」

　とする。

・2以上の都道府県の区域にお

いて病院、診療所又は介護老

人保健施設を開設する医療法

人については、主たる事務所

　の所在地を管轄する地方厚生

局長に届け出るものとする。

・理事は6名以上、監事は2名

以上を置かなければならな
い。

・役員の親族等とは、次に掲げ

る者とする。

①役員のいずれか1人

②①に掲げる者の配偶者及

　び三親等以内の親族

③①に掲げる者と婚姻の届

　出をしていないが事実上婚

　姻関係と同様の事情にある

　者
④①に掲げる者の使用人及

　　び使用人以外の者で当該役

　　員から受ける金銭その他の

　　財産によって生計を維持し

　　ているもの

⑤③又は④に掲げる者の親



3　理事長は、理事の互選によって定める。

4　本社団が開設（指定管理者として管理する場合を含む。）す

　る病院（診療所、介護老人保健施設）の管理者は、必ず理事

　に加えなければならない。

5　前項の理事は、管理者の職を退いたときは、理事の職を失

　うものとする。

6　理事又は監事のうち、その定数の5分の1を超える者が欠

　けたときは、1月以内に補充しなければならない。

第17条理事長のみが本社団を代表する。

2　理事長は本社団の業務を総理する。

　族でこれらの者と生計を一

　にしているもの

・他の同一の団体の理事等とは、

次に掲げる者とする。

①他の同一の団体（民法（明

　治29年法律第89号）第34
　条の規定により設立された法

　人又は医師会、医会及び学

　会等の医学若しくは医術又

　　は公衆衛生に関する学術団

　体であって法人格を有する

　　もの（医師以外をその構成

　　員とするものを除く。）を除

　　く。以下同じ。）の理事又は

　　使用人である者

②他の同一の団体の理事以

　　外の役員（法人でない団体

　　で代表者又は管理者の定め

　　のあるものにあっては、そ

　　の代表者又は管理人）又は

　　業務を執行する社員である

　　者

・病院、診療所又は介護老人保

健施設を2以上開設する場合

において、都道府県知事（2

以上の都道府県の区域におい

て病院、診療所又は介護老人

保健施設を開設する医療法人

については主たる事務所の所

在地を管轄する地方厚生局

長）の認可（以下、第33条に

おいて同じ。）を受けた場合

は、管理者（指定管理者とし

　て管理する病院等の管理者を

除く。）の一部を理事に加えな

　いことができる。（法第47条

参照）

・理事の職への再任を妨げるも

　のではない。



3　理事は、本社団の常務を処理し、理事長に事故があるとき

　は、理事長があらかじめ定めた順位に従い、理事がその職務

　を行う。

4　監事は、次の職務を行う。

　（1）本社団の業務を監査すること。

　（2）本社団の財産の状況を監査すること。

　（3）本社団の業務又は財産の状況について、毎会計年度、監

　　査報告書を作成し、当該会計年度終了後3月以内に社員総

　　会又は理事に提出すること。

　（4）第1号又は第2号による監査の結果、本社団の業務又は

　　財産に関し不正の行為又は法令若しくはこの定款に違反す

　　る重大な事実があることを発見したときは、これを○○県

　　知事（○○厚生局長）又は社員総会に報告すること。

　（5）第4号の報告をするために必要があるときは、社員総会

　　を招集すること。

　（6）本社団の業務又は財産の状況について、．理事に対して意

　　見を述べること。

5　監事は、本社団の理事又は職員（本社団の開設する病院、

　診療所又は介護老人保健施設（指定管理者として管理する病

　院等を含む。）の管理者その他の職員を含む。）を兼ねてはな

　らない。

第18条役員の任期は2年とする。ただし、再任を妨げない。

2　補欠により就任した役員の任期は、前任者の残任期間とす

　る。

3　役員は、任期満了後といえども、後任者が就任するまでは、

　その職務を行うものとする。

第19条　役員の報酬については勤務実態に即して支給すること

　とし、役員の地位にあることのみによっては支給しない。

第5章　社員

第20条　本社団の社員中、親族等の数は、社員の総数の3分の

　1を超えて含まれてはならない。

・社員の親族等とは、次に掲げ

る者とする。

①社員のいずれか1人

②①に掲げる者の配偶者及

　び三親等以内の親族

③①に掲げる者と婚姻の届

　出をしていないが事実上婚

　姻関係と同様の事情にある

　者
④①に掲げる者の使用人及

　び使用人以外の者で当該社

　員から受ける金銭その他の

　財産によって生計を維持し



第21条　本社団の社員になろうとする者は、社員総会の承認を

　得なければならない。

2　本社団は、社員名簿を備え置き、社員の変更があるごとに

　必要な変更を加えなければならない。

第22条　社員は、次に掲げる理由によりその資格を失う。

　（1）除　名

　（2）死　亡

　（3）退　社
2　社員古あって、社員たる義務を履行せず本社団の定款に違

　反し又は品位を傷つける行為のあった者は・社員総会の議決

　を経て除名することができる。
第23条やむを得ない理由のあるときは、社員はその旨を理事

　長に届け出て、その同意を得て退社することができる。

第6章　会議

第24条　会議は、理事会及び社員総会の2つとし・社員総会は

　これを定時総会と臨時総会に分ける。

第25条　理事会は、理事長が招集し、その議長となる。

2　理事会を構成する理事の3分の1以上から連名をもって理

　事会の目的たる事項を示して請求があったときは、理事長は

　理事会を招集しなければならない。
3　理事会は、理事総数の過半数の出席がなければ、その議事

　を開き、議決することができない。

4　第28条第1号から第8号までに掲げる事項は、理事会にお

　いて理事総数の3分の2以上の多数による議決を必要とし・

　その他の事項については理事総数の過半数で決し、可否同数

　のときは、議長の決するところによる。

5　理事は、理事会において1個の議決権及び選挙権を有する。

　ただし、理事会の議決事項にっき特別の利害関係を有する者

　は、当該事項につきその議決権を行使できない。

6　理事会に出席することのできない理事は、あらかじめ通知

　のあった事項についてのみ書面をもって議決権及び選挙権を

　行使することができる。
第26条定時総会は、毎年2回、○月及び○月に開催する。

第27条理事長は、必要があると認めるときは・いつでも臨時

　総会を招集することができる。

2　社員総会の議長は、社員総会において選任する。

　3　理事長は、総社員の5分の1以上の社員から会議に付議す

　　べき事項を示して臨時総会の招集を請求された場合には、そ

　ているもの

⑤　③又は④に掲げる者の親

　族でこれらの者と生計を一

　にしているもの

・退社について社員総会の承認

の議決を要することとしても

差し支えない。

・募集社会医療法人債の総額を

決定することは、理事の過半

数の議決が必要であること。

　（法第54条の3第2項）

・総社員の5分の1の割合につ

いては、これを下回る割合を



　の請求のあった日から20日以内に、これを招集しなければな

　らない。

第28条次の事項は、社員総会の議決を経なければならない。

　（1）定款の変更

　（2）基本財産の設定及び処分（担保提供を含む。）

　（3）毎事業年度の事業計画の決定及び変更

　（4）財産の取得又は改良に充てるための資金の保有額の決定

　　及び取崩し

　（5）将来の特定の事業の計画及び変更並びに特定事業準備資

　　金の積立額の決定及び取崩し

　（6）収支予算及び決算の決定

　（7）剰余金又は損失金の処理

　（8）借入金額の最高限度の決定

　（9）理事及び監事に対する報酬等の支給の基準の決定及び変

　　更

　（10）社員の入社及び除名

　（11）本社団の解散

　（12）他の医療法人との合併契約の締結

　（13）その他重要な事項

第29条　社員総会は、総社員の過半数の出席がなければ、その

　議事を開き、議決することができない。

2　社員総会の議事は、出席した社員の過半数で決し、可否同

　数のときは、議長の決するとごろによる。

3　前項の場合において、議長は、社員として議決に加わるこ

　とができない。

第30条社員総会の招集は、期日の少なくとも5日前までに会

　議の目的である事項、日時及び場所を記載し、理事長がこれ

　に記名した書面で社員に通知しなければならない。

2　社員総会においては、前項の規定によってあらかじめ通知

　した事項のほか議決することができない。ただし、急を要す

　る場合はこの限りではない。

第31条　社員は社員総会において1個の議決権及び選挙権を有

　する。ただし、社員総会の議決事項につき特別の利害関係を

　有する者は、当該事項につきその議決権を行使できない。

2　社員総会に出席することのできない社員は、あらかじめ通

　知のあった事項についてのみ書面をもって議決権及び選挙権

　を行使することができる。

第32条　理事会の議事についての細則は、理事会で定める。

2　社員総会の議事についての細則は、社員総会で定める。

第7章定款の変更

第33条　この定款は、社員総会の議決を経、かっ、○○県知事

　（○○厚生局長）の認可を得なければ変更することができな

定めることができる。



い。

第8章解散及び合併

第34条　本社団は、次の事由によって解散する。

　（1）目的たる業務の成功の不能

　（2）社員総会の決議

　（3）社員の欠亡

　（4）他の医療法人との合併

　（5）破産手続開始の決定

　（6）設立認可の取消し
2　本社団は、総社員の4分の3以上の賛成がなければ・前項

　第2号の社員総会の決議をすることができない。

3　第1項第1号又は第2号の事由により解散する場合は・○

　○県知事（厚生労働大臣）の認可を受けなければならない・

第35条　本社団が解散したときは、合併及び破産手続開始の決

　定による解散の場合を除き、理事がその清算人となる・ただ

　し、社員総会の議決によって理事以外の者を選任することが

　できる。
2　清算人は、社員の欠亡による事由によって本社団が解散し

　た場合には、○○県知事（厚生労働大臣）にその旨を届け出

　なければならない。
3　清算人は、次の各号に掲げる職務を行い、又・当該職務を

　行うために必要な一切の行為をすることができる。

　（1）現務の結了

　（2）債権の取立て及び債務の弁済

　（3）残余財産の引渡し　　　’　　　　輪

第36条　本社団が解散した場合の残余財産は、合併及び破産手

　続開始の決定による解散の場合を除き、国若しくは地方公共

　団体又は他の社会医療法人に帰属させるものとする。

第37条　本社団は、総社員の同意があるときは・○○県知事（厚

　生労働大臣）の認可を得て、他の社団医療法人と合併するこ

　　とができる。

第9章　雑則

第38条　本社団の公告は、官報（及び○○新聞）によって行う。

第39条　この定款の施行細則は、理事会及び社員総会の議決を

　経て定める。



別添4

社会医療法人の寄附行為例

社会医療法人○○会寄附行為

第1章　名称及び事務所

第1条本財団は、社会医療法人○○会と称する。

第2条　本財団は、事務所を○○県○○郡（市）○○町（村）

　○○番地に置く。

第2章　目的及び事業

第3条　本財団は、病院（診療所、介護老人保健施設）を経営

　し、科学的でかっ適正な医療（及び疾病・負傷等により寝た

　きりの状態等にある老人に対し、看護、医学的管理下の介護

　及び必要な医療等）を普及することを目的とする。

第4条　本財団の開設する病院（診療所、介護老人保健施設）

　の名称及び開設場所は、次のとおりとする。

　（1）○○病院　　○○県○○郡（市）○○町（村）

　（2）○○診療所　○○県○○郡（市）○○町（村）

　（3）○○園　　　○○県○○郡（市）○○町（村）

2　本財団が○○市（町、村）から指定管理者として指定を受

　けて管理する病院（診療所、介護老人保健施設）の名称及び

　開設場所は、次のとおりとする。

　（1）○○病院　　○○県○○郡（市）○○町（村）

　（2）○○診療所　○○県○○郡（市）○○町（村）

　（3）○○園．　○○県○○郡（市）○○町（村）

3’本財団炉QO県知事から往会医療法人として認定を受けて

実施する救急医療等確保事業に係る業務及び病院（診療所）

・㍗緋’

備 考

・医療法人○○会から社会医療

法人○○会への名称の変更に

ついては、登記事項の変更の

登記（組合等登記令（昭和39

年政令第29号）第6条参照）

及び登記事項変更登記完了の

届出（医療法施行令（昭和23

年政令第326号）第5条の12

参照）が必要であること。

・事務所については、複数の事

務所を有する場合は、すべて

これを記載し、かつ、主たる

事務所を定めること。

・病院、診療所又は介護老人保

健施設のうち、開設する施設

を掲げる。（以下、第4条第1

項及び第2項、第5条並びに
第16条第4項において同じ。）

・本項には、地方自治法（昭和

22年法律第67号）に基づいて

行う指定管理者として管理す

る病院（診療所、介護老人保

健施設）の名称及び開設場所

を掲げる。行わない場合には、・

掲げる必要はない。（以下、第

16条第4項及び第17条第5項
において同じ。）

・本項には、医療法（昭和23年

法律第205号。以下「法」と



の名称は、次のとおりとする。

（1）○○県医療計画に記載された救急医療（○○病院）

（2）○○県医療計画に記載された災害医療（○○病院）

（3）○○県医療計画に記載されたへき地医療（○○診療所）

（4）OO県医療計画に記載された周産期医療（○○病院）

（5）○○県医療計画に記載された小児救急医療（○○病院）

第5条　本財団は、前条に掲げる病院（診療所、介護老人保健

　施設）を経営するほか、次の業務を行う。

　　　○○看護師養成所の経営

第6条本財団は、前2条に掲げる業務のほか、次の収益業務

　を行う。

　（1）駐車場業

　（2）料理品小売業

第3章　資産及び会計

第7条　本財団の資産は次のとおりとする。

　（1）設立当時の財産

　（2）設立後寄附された金品

　（3）諸種の資産から生ずる果実

　（4）事業に伴う収入

　（5）その他の収入
2　本財薗の設立当時の財産目録は、主たる事務所において備

　え置くものとする。
第8条　本財団の資産のうち、次に掲げる財産を基本財産とす

　る。

　（1）前条第1項第1号の財産中の不動産及び金○○万円

　（2）基本財産に編入すべきものとして指定された寄附金品

　（3）前2号に掲げる財産から生ずる果実

2　基本財産は処分し、又は担保に供してはならない。ただし、

　特別の理由のある場合には、理事会及び評議員会の議決を経

　て、処分し、又は担保に供することができる。

第9条　本財団の資産は、理事会の議決を経て定めた方法によ

　って、理事長が管理する。

いう。）第42条の2第1項第

4号の規定に基づいて行う救

急医療等確保事業に係る業務

及び法第42条の2第1項第5

号の基準に適合する病院又は

診療所を掲げる。

・当該医療法人が開設する病院

又は診療所のうち、1以上（2

以上の都道府県の区域におい

て病院又は診療所を開設する

医療法人にあっては、それぞ

れの都道府県で1以上）のも

のが、法第42条の2第1項第

　5号の基準に適合しているこ

　とが必要であること。

・本条には、法第42条各号の規

　定に基づいて行う附帯業務を

　掲げる。行わない場合には、

　掲げる必要はない。

・本条には、法第42条の2第1

　項の規定に基づいて行う収益

　業務を掲げる。行わない場合

　には、掲げる必要はない。

・不動産、運営基金等重要な資

産は、基本財産とすることが

望ましい。



2　前項の資産のうち、財産の取得又は改良に充てるための資

金及び次に掲げる将来の特定の事業の実施のために特別に支

出する費用に係る支出に充てるために保有する特定事業準備

資金については、他の資金と明確に区分して管理するものと

する。

　（1）○○病院の病床の増床（平成○○年実施予定）

　（2）診療所の新規開設（平成○○年実施予定）

　（3）訪問看護ステーションの新規開設（平成○○年実施予定）

3　前項の資金は、当該資金の目的である支出に充てる場合を

除き、取り崩すことができない。ただし、当該資金の目的で

ある財産を取得せず、若しくは改良しない場合又は事業を行

わない場合にあっては、理事会及び評議員会の議決を経て、

取り崩すものとする。

第10条　資産のうち現金は、確実な銀行又は信託会社に預け入

　れ若しくは信託し、又は国公債若しくは確実な有価証券に換

　え保管するものとする。

第11条　本財団の収支予算は、毎会計年度開始前に理事会及び

　評議員会の議決を経て定める。

第12条本財団の会計年度は、毎年4月1日に始まり翌年3月

　31目に終る。

第13条　本財団の決算については、毎会計年度終了後2月以内

　に、事業報告書、財産目録、貸借対照表、損益計算書及び社

　会医療法人の要件に該当する旨を説明する書類（以下「事業

　報告書等」という。）を作成しなければならない。

2　本財団は、事業報告書等、監事の監査報告書及び本財団の

寄附行為を事務所に備えて置き、請求があった場合には、正

　当な理由がある場合を除いて、これを閲覧に供しなければな

　らない。

3　本財団は、毎会計年度終了後3月以内に、事業報告書等及

・財産の取得又は改良に充てる

ための資金及び特定事業準備

資金は、他の資金と明確に区

分して経理されていること。

・特定事業準備資金を保有しな

い場合については、「2　前項

の資産のうち、財産の取得又

は改良に充てるための資金に

ついては、他の資金と明確に

区分して管理するものとす
る。」、「3　前項の資金は、当

該資金の目的である支出に充

てる場合を除き、取り崩すこ

とができない。ただし、当該

資金の目的である財産を取得

せず、又は改良しない場合に

あっては、理事会及び評議員

会の議決を経て、取り崩すも

のとする。」とする。

・任意に1年間を定めても差し

支えない。（法第52条参照）

・法第54条の2第1項に規定す

る社会医療法人債を発行した

医療法人（以下「社会医療法

人債発行法人」という。）につ

いては、「事業報告書、財産目

録、貸借対照表、損益計算書、

純資産変動計算書、キャッシ

ュ・フロー計算書、附属明細

表及び社会医療法人の要件に

該当する旨を説明する書類

　（以下「事業報告書等」とい

　う。）」とする。

・社会医療法人債発行法人につ

いては、r事業報告書等、監事

の監査報告書、公認会計士又

は監査法人の監査報告書及び

本財団の寄附行為」とする。

・社会医療法人債発行法人につ



び監事の監査報告書を○○県知事（○○厚生局長）に届け出

なければならない。

第14条　決算の結果、剰余金を生じたときは、理事会及び評議

　員会の議決を経て、その全部又は一部を基本財産に繰り入れ・

　又は積立金として積み立てるものとし、配当してはならない・

第4章　役員及び評議員

第15条　本財団に、次の役員及び評議員を置く・

　（1）理事　 6名以上○名以内

　　　　うち理事長1名

　（2）監事　 2名以上○名以内
　（3）評議員　　　○名以上○名以内

第16条　理事及び監事は、評議員会において選任する。

2　本社団の役員を選任するにあたっては、理事は6名を・監

　事は2名をそれぞれ下ることがなく、かっ、親族等の数は、

　役員の総数の3分の1を、他の同一の団体の理事等の数は・

　理事及び監事のそれぞれの数の3分の1を超えて含まればな

　らない。なお、監事については、他の役員の親族等が含まれ

　てはならない。

いては、「事業報告書等、監事

の監査報告書及び公認会計士

又は監査法人の監査報告書」

とする。

・2以上の都道府県の区域にお

いて病院、診療所又は介護老

人保健施設を開設する医療法

人については、主たる事務所

の所在地を管轄する地方厚生

局長に届け出るものとする。

・理事は6名以上、監事は2名

以上、評議員は理事の定数を

超える数を置かなければなら

ない。

・役員の親族等とは、次に掲げ

る者とする。

①　役員のいずれか1人

②①に掲げる者の配偶者及

　び三親等以内の親族

③①に掲げる者と婚姻の届

　　出をしていないが事実上婚

　　姻関係と同様の事情にある

　　者

④①に掲げる者の使用人及

　　び使用人以外の者で当該役

　　員から受ける金銭その他の

　　財産によって生計を維持し

　　ているもの

　⑤　③又は④に掲げる者の親

　　族でこれらの者と生計を一

　　にしているもの

・他の同一の団体の理事等とは、

　次に掲げる者とする。

　①他の同一の団体（民法（明

　　治29年法律第89号）第34

　　条の規定により設立された法



3　理事長は、理事の互選によって定める。

4　本財団が開設（指定管理者として管理する場合を含む。）す

　る病院（診療所、介護老人保健施設）の管理者は、必ず理事

・に加えなければならない。

5　前項の理事は、管理者の職を退いたときは、理事の職を失

　うものとする。

6　理事又は監事のうち、その定数の5分の1を超える者が欠

　けたときは、1月以内に補充しなければならない。

第17条　理事長のみが本財団を代表する。

2　理事長は本財団の業務を総理する。

3　理事は、本財団の常務を処理し、理事長に事故があるとき

　は、理事長があらかじめ定めた順位に従い、理事がその職務

　を行う。

4　監事は、次の職務を行う。

　（1）本財団の業務を監査すること。

　（2）本財団の財産の状況を監査すること。

　（3）本財団の業務又は財産の状況について、毎会計年度、監

　人又は医師会、医会及び学

　会等の医学若しくは医術又

　は公衆衛生に関する学術団

　体であって法人格を有する

　もの（医師以外をその構成

　員とするものを除く。）を除

　く。以下同じ。）の理事又は

　使用人である者

②　他の同一の団体の理事以

　外の役員（法人でない団体

　で代表者又は管理者の定め

　のあるものにあっては、そ

　の代表者又は管理人）又は

　業務を執行する社員である

　者

・病院、診療所又は介護老人保

健施設を2以上開設する場合

において、都道府県知事（2

以上の都道府県の区域におい

て病院、診療所又は介護老人

保健施設を開設する医療法人

については主たる事務所の所

在地を管轄する地方厚生局

長）の認可（以下、第28条に

おいて同じ。）を受けた場合

は、管理者（指定管理者とし

て管理する病院等の管理者を

除く。）の一部を理事に加えな

いことができる。（法第47条
参照）

・理事の職への再任を妨げるも

のではない。



　査報告書を作成し、当該会計年度終了後3月以内に理事に

　提出すること。
　（4）第1号又は第2号による監査の結果、本財団の業務又は

　財産に関し不正の行為又は法令若しくはこの寄附行為に違

　反する重大な事実があることを発見したときは・これを○

　　○県知事（○○厚生局長）又は評議員会に報告すること・

　（5）第4号の報告をするために必要があるときは、理事長に

　　対して評議員会の招集を請求すること。

　（6）本財団の業務又は財産の状況について、理事に対して意

　　見を述べること。

5　監事は、本財団の理事、評議員又は職員（本財団の開設す

　る病院、診療所又は介護老人保健施設（指定管理者として管

理する病院等を含む。）の管理者その他の職員を含む。）を兼

　ねてはならない。

第18条　評議員は、次に掲げる者から理事会において推薦した

　者にっき、理事長が委嘱する。

　（1）医師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の医療従事者

　（2）病院、診療所又は介護老人保健施設の経営に関して識見

　　を有する者

　（3）医療を受ける者

　（4）本財団の評議員として特に必要と認められる者

2　評議員を選任するにあたっては、評議員の数が理事の定数

　の同数以下となることがなく、かっ、親族等の数が、評議員

　の総数の3分の1を超えて含まれてはならない。

3　評議員は、役員を兼ねることはできない。

第19条役員の任期は2年とし、評議員の任期は4年とする。

　ただし、再任を妨げない。

2　補欠により就任した役員又は評議員の任期は・前任者の残

　任期間とする。

3　役員又は評議員は、任期満了後といえども、後任者が就任

・評議員の親族等とは、次に掲

げる者とする。

①　評議員のいずれか1人

②①に掲げる者の配偶者及

　び三親等以内の親族

③①に掲げる者と婚姻の届

　　出をしていないが事実上婚

　　姻関係と同様の事情にある

　　者

④①に掲げる者の使用人及

　　び使用人以外の者で当該評

　　議員から受ける金銭その他

　　の財産によって生計を維持

　　しているもの

　⑤③又は④に掲げる者の親

　　族でこれらの者と生計を一

　　にしているもの



　するまでは、その職務を行うものとする。

第20条　役員又は評議員の報酬については勤務実態に即して支

　給することとし、役員又は評議員の地位にあることのみによ

　っては支給しない。

第5章　会議

第21条　会議は、理事会及び評議員会の2つとする。

第22条　理事会は、理事長が招集し、その議長となる。

2　理事会を構成する理事の3分の1以上から連名をもって理

　事会の目的たる事項を示して請求があったときは、理事長は

　理事会を招集しなければならない。

3　理事会は、理事総数の過半数の出席がなければ、その議事

　を開き、議決することができない。

4　第24条第1号から第8号までに掲げる事項は、理事会にお

　いて理事総数の3分の2以上の多数による議決を必要とし、

　その他の事項については理事総数の過半数で決し、可否同数

　のときは、議長の決するところによる。

5　理事は、理事会において1個の議決権及び選挙権を有する。

　ただし、理事会の議決事項につき特別の利害関係を有する者

　は、当該事項にっきその議決権を行使できない。

6　理事会に出席することのできない理事は、あらかじめ通知

　のあった事項についてのみ書面をもって議決権及び選挙権を

　行使することができる。

第23条　評議員会は、理事長が招集する。

2　評議員会の議長は、評議員の互選によって定める。

3　理事長は、総評議員の5分の1以上の評議員から会議に付

　議すべき事項を示して評議員会の招集を請求された場合に

　は、その請求のあった日から20日以内に、これを招集しなけ

　ればならない。

第24条　次の事項は、評議員会の議決を経なければならない。

　（1）寄附行為の変更

　（2）基本財産の設定及び処分（担保提供を含む。）

　（3）毎事業年度の事業計画の決定及び変更

　（4）財産の取得又は改良に充てるための資金の保有額の決定

　　及び取崩し

　（5）将来の特定の事業の計画及び変更並びに特定事業準備資

　　金の積立額の決定及び取崩し

　（6）収支予算及び決算の決定

　（7）剰余金又は損失金の処理

　（8）借入金額の最高限度の決定

　（9）理事及び監事並びに評議員に対する報酬等の支給の基準

　　の決定及び変更

　　（10）本財団の解散

・募集社会医療法人債の総額を

決定することは、理事の過半

数の議決が必要であること。

　（法第54条の3第2項）

・総評議員の5分の1の割合に

ついては、これを下回る割合

を定めることができる。



　（11）他の医療法人との合併契約の締結

　（12）その他重要な事項

第25条　評議員会は、総評議員の過半数の出席がなけれ．ば・そ

　の議事を開き、議決することができない。

2　評議員会の議事は、出席した評議員の過半数で決し・可否

　同数のときは、議長の決するところ1；よる。

3　前項の場合において、議長は、評議具として議決に加わる

　ことができない。

第26条　評議員は評議員会において、1個の議決権及び選挙権

　を有する。ただし、評議員会の議決事項につき特別の利害関

　係を有する者は、当該事項につきその議決権を行使できない。

2　評議員会に出席することのできない評議員は、あらかじめ

　通知のあった事項についてのみ書面をもって議決権及び選挙

　権を行使することができる。

第27条　理事会の議事についての細則は、理事会で定める・

2　評議員会の議事についての細則は、評議員会で定める。

第6章　寄附行為の変更

第28条　この寄附行為を変更しようとするときは、理事及び評

　議員の総数のそれぞれ3分の2以上の議決を経・かつ・○○

　県知事（○○厚生局長）の認可を得なければならない・

第7章　解散及び合併

第29条　本財団は、次に事由によって解散する。

　（1）目的たる業務の成功の不能

　（2）他の医療法人との合併

　（3）破産手続開始の決定

　（4）設立認可の取消し
2　前項第1号の事由による解散は、理事及び評議員の総数の

　それぞれ3分の2以上の議決を経、かっ、○○県知事（厚生

　労働大臣）の認可を受けなければならない。

第30条’本財団が解散したときは、合併及び破産手続開始の決

　定による解散の場合を除き、理事がその清算人となる。ただ

　し、評議員会の議決によって評議員の中からこれを選任する

　ことができる。
2　清算人は、次の各号に掲げる職務を行い、又、当該職務を

　行うために必要な一切の行為をすることができる・

　（1）現務の結了

　（2）債権の取立て及び債務の弁済

　（3）残余財産の引渡し
第31条　本財団が解散した場合の残余財産は、合併及び破産手

　続開始の決定による解散の場合を除き、国若しくは地方公共



　団体又は他の社会医療法人に帰属させるものとする。

第32条　本財団は、理事及び評議員の総数のそれぞれ3分の2

　以上の議決を経、かっ、○○県知事（厚生労働大臣）の認可

　を得て、他の財団医療法人と合併することができる。

第8章　雑則

第33条　本財団の公告は、官報（及びOO新聞）によって行う。

第34条　この寄附行為の施行細則は、理事会及び評議員会の議

　決を経て定める。



別添5

平成○○年○○月○○日

医療法人○○会

　理事長　○○　○○　殿

○○県知事

社会医療法人の認定について

　貴法人から平成○○年○○月OO日付けでされた医療法（昭和23年法律第205

号）第42条の2第1項の規定に係る認定申請については、同条同項の要件を満たす

ものとして認定したゐで通知します。

　なお、認定後においても、当該要件を満たさないこととなったと認められる場合に

は、この認定を取り消すこととなるからこの旨申し添えます。

注1．認定後2週間以内に主たる事務所の所在地において、3週間以内に従たる事務所の所在地に

　おいて、名称変更の登記をすること。

注2．認定を受けた後速やかに、国税庁長官が定める届出書に本認定書の写し及び定款又は寄附行

　為の写し等を添付し、これを納税地の所轄税務署長に提出すること。



別添6

平成○○年○○月○○日

社会医療法人OO会

　理事長○○○○殿

○○県知事

社会医療法人の認定の取消について

　貴法人については、下記のとおり医療法（昭和23年法律第205号）第42条の

2第1項第O号の要件を満たさないことが認められたため、同法第64条の2第1項

の規定により、社会医療法人の認定を取り消します。

記

（取り消した理由）

注1．定款又は寄附行為に規定された名称の変更及び収益業務の削除等について、定款又は寄附行

　為の変更認可申請を早急に行うこと。

注2．認定の取消しを受けた後速やかに、国税庁長官が定める届出書に本認定取消書の写し及び定

　款又は寄附行為の写し等を添付し、これを納税地の所轄税務署長に提出すること。
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最終改正

【改正後全．、文ノ】

医政発第1009008号
平成15年10月9日
医政発第0513016号
平成20年5月13日

各都道府県知事　殿

厚生労働省医政局長

特定医療法人制度の改正について

　所得税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第8号）、租税特別措置法
施行令の一部を改正する政令（平成15年政令第1，39号）、租税特別措置法施
行規則の一部を改正する省令（平成15年財務省令第34号）及び租税特別措
置法施行令第39条の25第1項第1号に規定する厚生労働大臣が財務大臣と
協議して定める基準（平成15年厚生労働省告示第147号）において、租税
特別措置法（昭和32年法律第26号）第67条の2第1項に規定する特定の
医療法人（以下r特定医療法人」という。）に係る改正が行われ、平成15年4
月1日から施行されている。
　今般の制度改正に伴う特定医療法人制度の新たな取扱いについては下記のと
おりであるので、御了知の上、適切な対処及び御協力方お願いするとともに、
貴管下関係機関等への周知方よろしくお願いする。

　なお、本通知については、財務省主税局及び国税庁と協議済みであるので、
念のため申し添える。

記

第1　改正の要点等
　　今般の特定医療法人に関する制度改正の概要は、次のとおりであること。

1　改正後の要件
　改正後の要件は次のとおりとされたこと。なお、改正後の法令等の規定
については、別添1を参照されたいこと。
（1）厚生労働大臣の証明書の交付を受けること

　　　その法人の事業及び医療施設が医療の普及及び向上、社会福祉への貢

　献その他公益の増進に著しく寄与するものとして厚生労働大臣が財務大

　　臣と協議して定める基準を満たすものである旨の厚生労働大臣の証明書
　　の交付を受けること。



（2）役員等の構成
　　その法人の運営組織が適正であるとともに、その理事、監事、評議員

　その他これらの者に準ずるもの（以下「役員等」という。）のうち親族関

　係を有する者及びこれらと租税特別措置法施行令（昭和32年政令第氏

　3号）第39条の25第1項第2号イからハまでに掲げる特殊な関係が
　ある者（以下「親族等」という。）の数がそれぞれの役員等の数のっちに

　占める割合が、いずれも3分の1以下であること・
　　なお、運営組織の適正性を保つ見地から、役員等の数は・理事につい
　て6名以上及び監事について2名以上としていること並びに評議員の数

　について理事の数の2倍以上としていること。

（3）役員等に対する特別の利益の供与
　　その設立者、役員等若しくは社員又はこれらの者の親族等に対し・施

　設の利用、金銭の貸付け、資産の譲渡、給与の支給、役員等の選任その

　他財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと。

（4）残余財産の帰属
　　　その寄附行為又は定款において、その法人が解散した場合にその残余

　財産が国若しくは地方公共団体又は他の医療法人（財団たる医療法人又
　　は社団たる医療法人で持分の定めがないものに限る。）に帰属する旨の定

　　めがあること。

（5）法令違反
　　　その法人につき法令に違反する事実、その帳簿書類に取引の全部又
　　は一部を隠ぺいし、又は仮装して記録又は記載をしている事実その他

　公益に反する事実がないこと（改正前：医療に関する法令に違反する

　　事実その他公益に反する事実がないこと。）。
　　　また、（1）の厚生労働大臣が財務大臣と協議して定める基準につい三、

　　租税特別措置法第39条の25第1項第1号に規定する厚生労働大臣が
　　財務大臣と協議して定める基準（平成15年厚生労働省告示第147号）

　　として、次のとおり定められた。
（i）その医療法人の事業について、次のいずれにも該当すること。

　　イ　社会保険診療（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第26
　　　条第2項に規定する社会保険診療をいう。以下同じ。）に係る収入金額

　　　（労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）に係る患者の診
　　　療報酬（当該診療報酬が社会保険診療報酬と同一の基準によっている

　　　場合又は当該診療報酬が少額（全収入金額のおおむね100分の10
　　　以下の場合をいう。）の場合に限る。）を含む。）及び健康増進法（平成

　　　14年法律第103号）第6条各号に掲げる健康増進事業実施者が行
　　　う同法第4条に規定する健康増進事業（健康診査に係るものに限る。）

　　　に係る収入金額（当該収入金額が社会保険診療報酬と同一の基準によ

　　　っている場合に限る。）の合計額が、全収入金額の100分の80を超

　　　えること。
　　　　なお、健康増進法第6条各号に掲げる健康増進事業実施者が行う同
　　　法第4条に規定する健康増進事業（健康診査に係るものに限る。）に係

　　　る収入金額は、次に掲げる健康診査等に係る収入金額の合計額とする。

　　　　a　健康保険法（大正11年法律第70号）第150条第1項の規
　　　　　定により保険者が行う健康診査



　　　b　船員保険法（昭和14年法律第73号）第57条の2第1項の
　　　　規定により政府が行う健康診査
　　　c　国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第82条の規定
　　　　により保険者が行う健康診査
　　　d　国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号）第98条
　　　　の規定により国家公務員共済組合又は国家公務員共済組合連合会

　　　　が行う健康診査
　　　e　地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）第11
　　　　2条の規定により地方公務員共済組合又は全国市町村職員共済組

　　　　合連合会が行う健康診査
　　　f　私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号）第26条
　　　　の規定により日本私立学校振興・共済事業団が行う健康診査

　　　g　学校保健法（昭和33年法律第56号）第2条の規定により学
　　　　校において実施される健康診断又は同法第4条の規定により市町

　　　　村の教育委員会が行う健康診断
　　　h　母子保健法（昭和40年法律第141号）第12条又は第13
　　　　条の規定により市町村が行う健康診査
　　　i　労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第66条の規定に
　　　　より事業者が行う健康診断若しくは労働者が受ける健康診断又は

　　　　同法第66条の2の規定により労働者が自ら受ける健康診断
　　　1　高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）
　　　　第20条又は第26条の規定により保険者が行う特定健康診査及
　　　　び第125条の規定により後期高齢者医療広域連合が行う健康診

　　　　査
　ロ　自費患者（社会保険診療に係る患者又は労働者災害補償保険法に係
　　る患者以外の患者をいう。）に対し請求する金額が、社会保険診療報

　　酬と同一の基準により計算されること。
　ハ　医療診療（社会保険診療、労働者災害補償保険法に係る診療及び自
　　費患者に係る診療をいう。）により収入する金額が、医師、看護師等

　　の給与、医療の提供に要する費用（投薬費を含む。）等患者のために

　　直接必要な経費の額に1．5を乗じて得た額の範囲内であること。
　二　役職員一人につき年間の給与総額（俸給、給料、賃金、歳費及び賞

　　与並びにこれらの性質を有する給与の総額をいう。）が3，600万

　　円を超えないこと。
　　　なお、役職員の給与等に関する職務内容及び年酢による加減算につ

　　いては撤廃された。
（五）その医療法人の医療施設が次のいずれにも該当すること。

　イ　その医療施設のうち一以上のものが、病院（医療法（昭和23年法

　　律第205号）第1条の5第1項に規定する病院をいう）を開設する
　　医療法人にあっては、a又はbに、診療所（医療法第1条の5第2項
　　に規定する診療所をいう）のみを開設する医療法人にあっては。に該

　　当すること。
　　a　40人以上（専ら皮膚泌尿器科、眼科、整形外科、耳鼻いんこう科
　　　又は歯科の診療を行う病院にあっては、30人以上）の患者を入院さ

　　　せるための施設を有すること。



b　救急病院等を定める省令第2条第1項の規定に基づき、救急病院

　である旨を告示されていること。
　c　救急病院等を定める省令第2条第1項の規定に基づき、救急診療

　所である旨を告示され、かつ、15人以上の患者を入院させるための

　施設を有すること。
ロ　各医療施設（病院、診療所及び介護老人保健施設のことをいう。）ご

　とに、特別の療養環境に係る病床数（介護老人保健施設にあっては、
　特別な療養室に係る定員数）がその医療施設の有する病床数（介護老

　人保健施設にあっては、定員数）の30％以下（改正前：20％以下）

　であること。

　　なお、平均料金の上限（5，000円）は廃止された・

2　手続等
（1）権限の移管等
　　　特定医療法人の承認について、財務大臣から国税庁長官に移管され、。

　　特定医療法人の承認を受けようとする法人は、次の事項を記載した申請
　　書を納税地の所轄税務署長を経由して、国税庁長官に提出しなければな

　　らないこととされた。（別添2参照）

①申請者の名称及び納税地
②代表者の氏名
③その設立の年月日
④申請者が現に行っている事業の概要
⑤その他参考になるべき事項
　また、申請書には、次の書類を添付しなければならないこととされた。

　イ　その寄附行為又は定款の写し
　　ロ　その申請時の直近に終了した事業年度に係る前記1（1）の厚生労働

　　　大臣の証明書
　ハ　前記1（2）（3）（5）の要件を満たす旨を説明する書類
　　　なお、医療法人が、承認の取消しを受けた場合にはその取消しの日、承
　認に係る税率の適用の取りやめの届出書を提出した場合にはその届出書を
　提出した日のそれぞれの目の翌日から3年を経過した日以後でなければ、

　　申請書を提出することができないこととされた。
　　　国税庁が定める申請の様式、手続等については、国税庁ホームページ
　　　（http：／／㎜．nta．go．jp／）を参照するとともに、各国税局・税務署に問

　　い合わせられたいこと。
（2）承認申請時の証明書の添付
　　　従前より、医療施設に関する基準に該当している旨等について都道府

　　県において証明書の発行がなされていたところであるが、今般、承認の
　　申請を行うに際して、前記1（1）の基準を満たす旨の厚生労働大臣の
　　証明書の交付を受ける手続が必要とされたことに伴い、当該証明書につ
　　いては、地方厚生局において交付することとしているが、都道府県衛生

　　主管部局におかれては、前記1（五）イに該当している旨の証明等につ

　　いて、引き続き、御協力願いたいこと。また、承認手続の流れについて

　　は、別添2を参照されたいこと。



（3）各事業年度ごとの証明書の提出
　　各事業年度終了の日の翌日から3月以内に、当該事業年度において前

　記1（1）の基準を満たす旨の厚生労働大臣の証明書の交付を受けた上
　で、納税地の所轄の税務署を経由して国税庁に提出することとされたこ

　と（当該事業年度終了の目において社会医療法人に該当する場合を除
　く。）。なお、当該証明書の交付手続については、前記（2）の承認申請

　時の手続に準じることとすること。
　　また、証明書を提出する際に、前記1（2）（3）の要件を満たす旨
　を説明する書類を併せて提出しなければならないこととされた。

（4）承認の取消し等
　　　国税庁長官は、特定医療法人の承認を受けた法人について、前記1

　の承認を受けるための要件を満たさないこととなったと認められる場
　合には、その満たさないこととなったと認められる時までさかのぼっ
　てその承認を取り消すこととされた。なお、その満たさないこととな
　つたと認められる時以後に終了したその医療法人の各事業年度の所得

　については、本制度は適用されない。
　　　また、特定医療法人の承認を受けた法人は、その承認に係る税率の

　適用をやめようとする場合には、次の事項を記載した届出書を、納税
　地の所轄税務署長を経由して、国税庁長官に提出しなければならない
　こととされた。なお、その届出書の提出があったときは、その提出の
　　日以後に終了する各事業年度の所得については、本制度は適用されな

　い。

①
②
③
④
⑤

届出をする医療法人の名称及び納税地

代表者の氏名
特定医療法人の承認を受けた目
特定医療法人の承認に係る税率の適用をやめようとする理由

その他参考となるべき事項
（5）定款又は寄附行為の事前審査
　　特定医療法人の承認に際して、各国税局における事前審査が終了次第、

　速やかに所要の定款又は寄附行為の変更認可を与える必要があることか
　ら、都道府県医療法人担当部局におかれては、各国税局における事前審

　査と並行して、特定医療法人の承認が得られた場合に必要となる定款又

　は寄附行為の変更について事前審査を行われるよう御協力願いたいこと

　　（別添2参照）。

（6）各地方厚生局・国税局からの照会への対応
　　各地方厚生局又は各国税局から都道府県衛生主管部局宛に、医療関係

　法令の遵守状況その他承認手続等に必要な事項について照会があった場

　合の適切な対応及び御協力方お願いしたいこと。

（7）医療関係法令等違反があった場合の対応
　　特定医療法人又は特定医療法人の開設する医療機関について、次のよ

　うな医療に関する法令等について重大な違反事実があった場合には、そ
　の事情を当職まで報告方お願いしたいこと。厚生労働省医政局は、都道

　府県からの報告を国税庁に情報提供するものとする。

　①医療に関する法律に基づき特定医療法人又はその理事長が罰金刑以



　　上の刑事処分を受けた場合
　②特定医療法人の開設する医療機関に対する医療監視の結果重大な不
　　適合事項があり知事から改善勧告が行われたが是正されない場合
　③　特定医療法人の承認を受けているにも関わらず、定款に基金の規定

　　がある場合、又は、毎会計年度終了後に提出される事業報告書等につ
　　いて、貸借対照表の純資産の部に基金が計上されている場合であって、

　　医療法第64条第1項の命令が発せられた場合。
　④その他①、②及び③に相当する医療関係法令についての重大な違反

　　事実があった場合
　⑤　医療法第30条の・11の規定に基づく都道府県知事の勧告にもかか
　　わらず病院の開設、増床又は病床種別の変更が行われた場合
（8）特定医療法人が社会医療法人の認定を受けた場合の取扱い
　　特定医療法人が会計年度の中途において新たに社会医療法人の認定を

　受けた場合にあっては、当該会計年度開始の目から当該認定を受けた日

　の前日までの期間について租税特別措置法施行令第39条の25第5項
　及び租税特別措置法施行規則（昭和32年大蔵省令第15号）第22条
　の15第2項の規定に基づく特定医療法人の承認要件を満たす旨を説明
　する書類を当該認定を受けた日から3月以内に、納税地の所轄税務署長

　を経由して、国税庁長官に提出しなければならないこと。

　　なお、当該認定を受けた日から租税特別措置法第67条の2第1項の
　規定による22％の法人税率の特例は適用されないことから、租税特別
　措置法施行令第39条の25第6項の規定に基づく特定医療法人の承認
　に係る税率の適用をやめるための届出書を当該認定を受けた日以後速や

　かに、納税地の所轄税務署長を経由して、国税庁長官に提出するものと

　すること。

第2　その他の留意事項
　（1）モデル定款・寄附行為例の遵守
　　　　今般の制度改正に伴い、モデル定款・寄附行為例についても所要の改

　　　正（医療法施行規則（平成19年厚生労働省令第39号）により、新た
　　　に設けられた基金制度について、特定医療法人は採用できないことに特

　　　に注意すること）を行い、別添3のとおりとしたので、引き続き、その

　　　遵守について適切に指導されたいこと。
　（2）特定医療法人の承認の失効後の定款又は寄附行為変更の取扱い
　　　　特定医療法人であった医療法人から、特定医療法人ではなくなったこ
　　　とに関し、定款又は寄附行為の変更の認可の申請があった場合の審査に

　　　当たっては、当該法人に係る制度の趣旨にかんがみ、解散した場合のそ

　　　の残余財産について、国、地方公共団体又は他の財団たる医療法人又は

　　　社団たる医療法人で持分の定めがないものに帰属する旨の定款又は寄附
　　　行為における定めについては変更することを認めないよう取り扱われた

　　　いこと。

　　（3）税務上の取扱
　　　　特定医療法人に関する税務上の取扱いについては、国税庁から発出さ

　　　れている次の各通達等を参照されたいこと。
　　　①　贈与税の非課税財産（公益を目的とする事業の用に供する財産に関



　する部分）及び公益法人に対して財産の贈与等があった場合の取扱い

　について（昭和39年6月9日直審（資）24、直資77）
②租税特別措置法第40条第1項後段の規定による譲渡所得等の非課

　税の取扱いについて（昭和55年4月23日直資2－181）
③特定医療法人制度に関する承認申請書等の様式の制定について（平

　成15年4月4目課法10－15）
④出資持分の定めめある社団医療法人が特別医療法人に移行する場合

　の課税関係について（平成17年4月27日文書回答）

第3　既存通知の廃止
　　「特定の医療法人に関する租税特別措置について」（昭和40年2月1目

　付け医発第99号厚生省医務局長通知）は廃止する。


